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独立によるアメリカ合衆国形成の当初から妥協の産物としてもちこまれてきた資本主義と奴隷制、自由労働と奴
隷労働という原理的対立は、西漸運動の展開過程のうちで重大な政治問題として拡大再生産されていったが、南部
奴隷制綿作の西漸の限界の到来による南北の政治バランスの崩壊ないし崩壊の予想を契機として、南北戦争として
決着をつけられざるをえなくなった。当初の予想をこえて一八六一年から六五年にわたる長期戦となったこの戦争
は、北部の工業力、海運力の優位と南部経済のプランテーション農業への一面的依存性のゆえに、当然に北部の勝
利に帰したが、それがナポレオン戦争から第一次大戦までの最大の戦争であり、またアメリカ経済が資本主義世界
における重要なそして特異な地位を占めていたために、内外における戦争の影響は重大であった。以下戦争のアメ
リカ経済に及ぼした影響を北部と南部に分けて論じ、最後にこの時期の経済政策上の変化について述べよう。
本稿は、今後に予定している南北戦争から第一次大戦までのアメリカ経済発展の分析１１独占形成過程にかなり
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アメリカ経済史においても南北戦争はしばしば一一つの世界大戦に比較されるほどの大規模な戦争であった。戦時
の財政支出の国民総生産に対する比率は、南北両方を含めれば、二次大戦時ほどではないにしても一次大戦時より
（１）
（２）
は高かったであろう。労働力に占める軍隊動員数の比率も、ピークの比較で、南北戦争時は両大戦の中間にあった。
当時の国民総生産の統計に含まれる非商品経済部分が後年に比してかなり大きかったことをも考慮するとき、南北
戦争争の資源への負担が極めて大きかったことがわかろう。
また、南北戦争が内戦であり、部分的に西欧を媒介として存在していた北部と南部のかなり緊密な分業関係が戦
争によって切断された結果も忘れえない。北軍による海上封鎖と南部の経済自給化により、当時の最も重要な工業
原料たる南部綿花が西欧のみでなく北部にとっても利用しえなくなったことは、北部農工業にとっての南部市場の
閉鎖とともに、北部経済にとって大きな打撃となった。また、北部の対西欧輸入超過を、対南部輸出超過によって
得た南部の対西欧綿花輸出代金によって支払うという戦前の決済ルートも、南部の分離と綿花輸出の停止によって
（３）
崩壊した。もちろん、これらの打撃は戦争経済の中で、一方では軍需の増大による市場拡大、代替的原料の追求に
よって、他方では外国為替変動によって緩和ないし調整されたが、しかしいわば正常な分業関係の崩壊とより劣悪
な分業関係の形成による経済的損失はかなり大きかったと考えられ、この点では両大戦時のアメリカよりむしろ深
刻であったかも知れない。さらに当時の生産力水準の低さと内戦による物的損失を考慮するとき、南北戦争の経済
的負担が両大戦に比較しうるものであったことは容易に理解されよう。
他方、南北戦争では後の大戦と異なり戦時経済統制はほとんど実行されず、基本的には自由経済下の戦争遂行と
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表１国民総生産，人口’労働力の成長率（年率，％）
839－４９
849－５§
859－６［
Ｍ】
】』 r1L｣
､1
1｣
P可
、DHT
939/41-4［
総生産は1961年のドルで示した実質の成長率である。
Ｓ・Kuznets，“ＮｏｔｅｏｎｔｈｅＰａｔｔｅｒｎｏｆＵ・ＳＥｃｏｎｏｍｉｃＧ】･owth，,，
Ｒ、Ｗ・ＦｏｇｅｌａｎｄＳ・LEngermaned.,TheReinterpretationofAmerican
EconomicHistory，1971,ｐ、１８，ＴａｂｌｅＬ
なった。いでうまもなく当時の圧倒的な農業の比重
と小規模工業支配の下では、統制の物的基盤が存在
しなかったからであるが、このことは、内戦による
政治権力の弱さのために生じた公債、特に政府紙幣
の増発への過大な依存という制約もあって、インフ
レーションの進行を北部においても両大戦時より激
化させた。南部では六一年一月から六五年四月まで
に卸売物価は実に九二倍になったが、北部でもピー
（４）
クの六五年一月までそれは一一・三倍まで上昇した。
自由経済下の戦争経済はむしろ経済に悪影謬を及ぼ
したであろう。
こ
の
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み
な
状
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か
ら
て
、
さ
ら
に
当
時
の
ア
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リ
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経済が後年よりも潜在成長力が大きかったことから
みて、近年しばしば主張される次のような見解、南
北戦争が少くとも短期的にはアメリカの経済成長を（５）
促進するよりもむしろそれを抑制したという主張は、
割合容易に理解されよう。
今その点をやふ祥しく述べると、表１のラフな推
年 総生産 人口 労働力 人口１人当D総生産
労働力１人
当り総生産
1 -49
1 -59
1 -69
1869－７９
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表２物的生産部門における付加価値（実質）とその増加率
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付加価値は1879年価格による。カッコ内は当該年までの10年間の増加率％であ
る。1869,1929年の労働力の二つの数字のうち，上はそれ以前と，下はそれ以後と
比較しうるものである。
Ｒ・EGallman，“COmmodityOutput01839-1899,,，NationalBureauoI
EconomicResearcll，StudiesinlncomeandWealth，ｖｏＬ２４，Ｔｒｅｎｄｓｉｎ
ＡｍｅｒｉｃａｎＥｃｏｎｏｍｙｉｎｔｈｅＮｉneteenthCentury，1960,ｐｐ、１６，１９．
計による国民総生産（実質）
生産の増加率は、南北戦争
を含む一八六○年代には、
一九三○年代の大不況を除
き、一八四○年代以来の最
低となっている。六○年代
後半は戦争からの回復がみ
ら
れ
る
か
ら
、
戦
争
中
の
総
生
産はほとんど増加しなかっ
たとみるぺきだろう。また、
六○年代の増加率の異常な
低下は、一面では戦争によ
る労働力の喪失、移民流入
の減少の結果として生じた
労働力増加率の減少によっ
て説明されるが、より多く
るように、ほぼ十年毎の総
の年成長率の統計にみられ
年次 付ｶﾛ価値(百万ドル）
人口
(百万人） 人口１人当り付加価値（ドル） 労働力(百万人） 労剛力１人当り付加価値（ドル）
1839
1844
1849
1854
1859
1869
１８６９
１８７４
１８７９
１８８４
１８８９
１８９４
１８９９
1909
1919
１９２９
１９２９
１９３９
１９４９
1,094
1,374
1,657(52）
2,317<69）
2,686(62）
3,271(23）
4,297
5,304(62）
7,300(70）
8,659(63）
10,258(41）
11,751(36）
17,190(46）
21,449(25）
32,964(54）
33,487（２）
51,217(53） ｊｊｊｊＪ１ｊｊ１Ｊ１Ｊ１Ｊ６６６７６６５３１１５６７５３３３２２２２２２２１１１くくくくくくくくくＩくｌくＩ１２２４５９１３７１６１４５１０７●■●■●●●０，ＣＤ●■①●●■７０３７１９５０６３９６２６３２１１２２２３３４５５６６７９０２３５１１１１ 6４６８71(11）85(24）85(20）82(-4）9５105(29）129(35）137(30）147(15）154(13）186(21）201（８）268(33）254(－５）338(33） １ＪｊｊＪ１Ｊ１ｊｊｊ３９８８９３２７８２９３３１３２１１くくｌく！くくくくくく５２１７６９６５００６１７５０００ｏ０ＤＤ●●●●●●●４６８９９２６９３５５５４６１１１２２２２２２ 244268(10）330(23）337（２）339413(22）523(27）602(15）748(24）858(15）1,285(50）1,3111,358（４）1,935(42）
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表３部門別付加価111〔（実質）とその増加率
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６９年の二つの数字のある場合，上はそれ以前と，下はそれ以後と比較しうるもの
である。上段のカッコ内は榊成比％である。GalIman,ｏｐ・Cit.，ｐｐ､24,26,30,31,
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表４北部，南部別の付加価値(質実）
北 部 南 部
|聯農業l鉱工業|合計 農業|鉱工業|合計人IzI1人当り付加価値（ドル）（百万ドル）
薊で副~r5７
(百万ドル）
639
477
738
７４．８
81.5
105.8
1860 ７１
５７’
100,
710
534
838
77.7
47.6
61.5
1870
1880
1.246
1'８６１ 蝋|;灘
10年間の増加率(％）
９
３０
1860-70
1870-80 i:|詞:！ －３０５７ -20７５ －２５５７ -39２９
１月79年価格による。なお表３に含まれている建設はこの表には含まれていない。
Ｓ、Ｌ，Engerman，‘`ＴｈｅＥｃｏｎｏｍｉｃｌｍｐａｃｔｏｆｔｈｅＣｉｖｉｌＷａｒ，'，Exploration
inEntrepreneurHistory，SecondSeries，vol、３，１９６６，ｐｐｌ８０，１８１．
は労働力当りの総生産の減少によるものだった。
表２は国民総生産のうちサービス部門を含まない物的生産部門
についての統計であり、これは当時では国民総生産統計より信頼
度が高いが、ここでも類似の変化が読みとれる。実質での付加価
値の十年毎の増加率は、総額でもまた人口ないし有業人口一人当
りでも、一八六○年代は一九三○年代に次ぐ低率となっている。
もっともこれには表４に示すような南部の産出の絶対的減少の影
騨があり、表２と表４を並べてみると、北部の六○年代の付加価
値総額の増加率は全国の一八九○年代と一九一○年代を上まわり、
人口一人当りの付加価値総額の増加率では一次大戦を含む一九一
○
年
代
と
ほ
ぼ
同
じ
と
な
っ
て
い
る
。
い
ず
れ
に
し
て
も
一
次
大
戦
時
と
同
（６）
様に戦争の経済成長に対する否定的影響は否めない。
部門別にみると（表３，４）、戦争の否定的影瀞は南部では全体に
き
び
し
い
が
、
北
部
で
は
農
業
よ
り
工
業
に
大
き
く
な
っ
て
い
る
。
六
○
年
代
の
北
部
農
業
の
生
産
の
増
加
率
は
、
発
展
の
著
し
い
五
○
年
代
七
○
年
代
の
全
国
の
農
業
の
増
加
率
に
や
や
劣
る
の
み
で
あ
る
が
、
工
業
は
北
部
で
も
増加率は小さく、表３に示す全期の中でも最低の十年間となって
いる。労働力一人当りの付加価値の上昇率をみると、資料の信頼
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度のより少い建設は別として圧倒的に北部中心の工鉱業では六○年代はマイナスとなっている。農業でも必ずしも
高い率ではないが、南部農業を除けば生産性上昇はかなりの率となったであろう。六○年代後半を除き南北戦争期
のみを推測すれば南部は農業中心に生産の激減となり、北部でも工業生産の増加があったとしてもわずかだったろ
（７）
うし、北部農業の生産増加も後述のように少なかった。生産性変化は工業では低下したとみ一つるし、農業でも六○
年代の生産性上昇はむしろ戦後期に集中したであろう。以上の考察は統計自身の信頼度に一定の疑問もあるからラ
フな考察といわねばなるまいが、全体として、既に交通革命を媒介としてかなり急速な展開をみせていたアメリカ
資本主義の発展を戦争は一時的に抑制したといえよう。
北部の工業統計もほぼ同様の事態を示す。既に確立していた最大の近代的工業たる綿工業は綿花飢僅によって壊
滅的打撃をうけ、綿花消費は四分の一まで低下し、代替部門としての羊毛工業が異常に拡大するものの、繊維産業
全体の生産減少は大きかった。鉄工業でも銑鉄生産の増加はあるが、輸入減少により消費は増えず、レール以外鉄
製品の生産もほとんど増加せず、現代の戦争と異なり戦争によって重工業化が促進されたとはいえない。五○年代
に顕著な前進をみせた部品互換による工場制機械工業（軽量兵器、農業機械、ミシン、時計等）や、その機械の利
用による消費財産業の工場制工業としての発展（ミシン利用による製靴、衣料生藤等）は、軍需ないし農業関連を
（８）
中心にかなり発展したと思われるが、全体として平時に比して特に著しい発展とはい』えなかった。工業諾部門別の
労働生産性上昇を別の資料でみても、六○年代はほとんどの部門で他の時期に劣っており、また六○年代の工業の
（９）
技術や産業組織面の変化は前後の十年間に較べて少なかったといわれている。最後に、工業の固定資本投資は統計
的には明らかでないが、軍需部門、羊毛工業等の一部を除き量的にも著しくはなく、質的にはむしろ安易な、有機
的構成の高度化を余り伴わない拡大が多かったと考えられる。これらの結果は、戦争による経済撹乱、労働力の不
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賃金は時間当りの平均賃金収入である。１８９０年に断点があるのは前後の資料が
異なるためである。生計費指数は１８９０年を１００とする。実質賃金は1890年のド
ルで示している。
Ｃ、Ｄ・Ｌｏｎｇ，ＷａｇｅｓａｎｄＥａｒｎｉｎｇｓｉｎｔｌｌｅＵｎｉｔｅｄStates，1860-1890,Ａ
ＳｔｕｄｙｂｙｔｈｅＮ．Ｂ・ＥＲ.，1960,ｐ、１５３，Appendix，TableA-11；
Ａ・Rees，ＲｅａｌＷａｇｅｓｉｎＭａｎｕｆａｃｔｕＴｉｎｇ，1890-1914,ＡＳｔｕｄｙｂｙｔｈｅＮ．
Ｂ･ＥＲ・jl961Dp、４．Ｔａｂｌｅｌ
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足と質の悪化（特に当時の技術水準のもとでの熟練労働の補充の困難）、軍需と超過需要に基づく、少くとも名目的
な利潤の増大に由来するものであろう。要するに戦争経済は超過需要と供給抑制によるブーム的状況をもたらしな
がらも、工業の実質的成長には大して貢献しなかった。
工業のこのような状態を反映して、北部の工業労働者の経済状態は戦争中かなり悪化し垣もらろん、軍事動員
と超過需要により雇用機会の増大と名目賃金の上昇が生じたが、このインフレ下では両大戦時と異なり時間当り名
目賃金の上昇は物価上昇にかなりおくれ、問題のある資料ながら実質賃金は六○’六四年に二八％もの低下となっ
た（図１）。また、同じく問題のある資料ながら実質賃金の国際比較の統計によれば、戦前にみられた英米の実質賃
（皿）
金ギャップは南北戦争によって》元全に消滅してしまうという結果になる。この賃金上昇のおくれは基本的には労働
生産性の低下によるものと考えられるが、その外にも第一に、戦費調達のための租税収入が関税と内国消費税の増
税
に
か
た
よ
り
、
そ
れ
が
労
働
者
の
購
入
品
価
格
を
高
め
る
こ
と
を
通
じ
て
消
費
者
か
ら
政
府
へ
の
所
得
の
移
転
を
も
た
ら
し
、
実
質
賃金の切下の一因となったこと、第二に外国為替が国内物価以上に上昇して輸入品の相対的割高、交易条件の悪化
（ｕ）
となったこと、をあげることができる。いずれにしても軍事動員されなかった労働者も、雇用機〈云の増大による利
益はあったものの、生活水準のかなりの引下を余儀なくされたのであり、これは工業以外の労働者にも共通すると
（昭）
ころであった。この関連で戦後蓄積の要因となるくりのべ需要について一一言しておけば、一般に戦時期にみられる
大衆消費の抑制による現金資産ないし公債投資の増大と、戦後におけるこれら流動的資産の処分による購買力とし
ての発動は、この戦争では両大戦時に比してかなり少なかったといえよう。消費くりのべの可能性の大きい耐久消
費財の普及の欠如と戦時統制の欠如も同様の方向に作用したであろう。もちろん、後述のようにその他の階層では
購買力のくりのべは大きいが、労働者自身の一般消費財では全体としては限られていたであろう。
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表５農地開拓面穣の内訳と農業投彊的労働投入
総艤輔（
獺|その他|合計|詔劉離|灘|その他|合 鑑iＷ
9．１１４８．８１１９
４８－７１９Tｌ 【ｌＵ４と［】ＩⅢ。
５ＩＣ
農民男子労働に占める農業投資的労鋤の比率は，農業投資関連の年平均労働投入
(マンイヤー）の各1o年間の推定を，前後のセンサス年における成人男子労働力数
の平均で割ったものである。
開拓面積は,Ｍ､Ｌ､Primack,"LandClearingundertheNineteenth-Century
Techniques:SomePreliminaryConclusions,,,JournalofEconomiCHistory，
ｖｏＬＸＸⅡ，1962,ｐ、４９７，Appelldix，Table２．
その他は，Ｍ・LPrimackⅢ“FarmCapitalFormationasaUseofFarm
LaborintheUnitedStates,1850-1910",JournalofEconOmicHistory,voL
XXVI,1966,ｐｐ､350-1,356,Table１，３により計算した。
農業においても工業と同様に、南北戦争前
の特に五○年代の発展は大きかった。いわゆ
る第一次農業革命は五○年代に本格的に開始
されるからである。鉄道の西漸と農産物の全
国的国際的市場の本格的形成を前提として、
ミシシッピ河周辺までの穀倉地帯の商業的農
業の発展が本格化し、内外の比較優位の見地
から合理的な毅作と肉畜の少数作物に集中し
た農業発展がみられ、また西部の労働力不足
と土地条件により適合的な農業機械化の発展
も五○年代から本格化する。これらは周知の
ところであろうが、農業革命と関連してより
十分に注目されていない点はプレーリー農業
の特殊な意味であろう。
鉄道の西漸によって、五○年代末からの農
業開発の中心は東部、中西部の森林地帯から
プレーリー、プレインに移ることになった。表
５の左半分に示すように、六○年を境にして
1o年間
開拓面積（百万
エーカー，％）
木拶 その他 合計 その他の比率
農民男子労働に占雛 彌餉労
農地
開拓
農地
建設 その他 合計
農地開拓の
ための労働
投入（百
万マンイヤ
ー，マンイ
ヤー）
総計
1850年代
1860年代
1870年代
1880年代
1890年代
1900年代 ７５３６０４の□●●●０９９９８１２３１４２３２ １４７７１６Ｐ■●●●Ｃ９９８５１１１４５４５ ８９０３１０□□■■巳５８８８４２４４３９８７７ ９００６７０１５５６５７ １０６３０９●●００９□１４６３３１１ ２２５５４０■■■●■●４３１１１３ １４８７８４■■０●●●１０００００ ４６９４１３０●Ｑ●００６７８５５５１ ３０３６６８●●●●●●４２４２２１ ７２４０６４８５４３３２０００００００■‐、■●●００００００
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図２農産物のｲⅡ対価格， 1800～1960
、
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ＳＥ・Harrised.，AmericanEconomicHistory，1961,Ｐ､509
森林以外の農場開拓の比重が著しくふえているが、そ
れは南部よりも主に北部の農業西漸によるものである。
農業の処女地開拓が大鐵の資本コスト－といっても
必ずしも金銭的コストを伴わず、多くを農民の自家
労働に依存する資本コストであるがｌを伴なうもの
であったこと、プレーリー以西では森林地帯に比して
農地開拓に必要な労働は単位面樹当り一割以下であっ
たといわれていること、これらのことらかみてこの変
化は重要であった。ラフな推計ながら同じ表５の右半
分をみると、成人男子農民の年間労働全体に占める農
業投資的意味をもつ労働投入の比率は、五○年代では
一六％となっており、農業投資的労働の中では農地開
拓が三分の二を占めている。新開地ではこの比率はい
っそう高くなり、森林地帯ではとりわけそうであった。
六○年代以降投資的労働の比率は顕著に低下し、中で
も農地開拓のための労働の低下が大きい。それはもち
ろん六○年代と八○年代以降の開拓面積の減少による
ところもあるが、開拓面積（エーカー）当りの労働役
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（、）
入の低下が主因であり、後者は主に平担な草原の開拓の相対的増大という地理的条件の変化によるｊｂのであった。
この変化は、農家労働力の多くの部分を固定資本投資への利用から解放して本来的な農業生産に集中せしめること
になり、また農業生産に占める資本コストの低下と農場開発の懐妊期間の短縮をもたらし、需要増加期の農業生産
のボトル・ネックを大幅に緩和するものであった。図２に示すように、ほぼ一八六○年を境に農産物の相対価格の
短期的変動のパターンが変化し、以前の三○年代や五○年代にみられる好況期における農産物価格の相対的上昇の
継続と不況期におけるその低下という明瞭な。ハターンがくずれ、より短期的な変動が中心となっているのも、いく
つかの要因によるとはいえ、右の農産物供給の弾力性の増大が一因であ二処・
また、プレーリー農業は右のような事情からも商品経済への依存の商いものとして発展した。プレーリーではそ
れ以東の農民の季節的遊休労働の利用としてなされた土地開拓、その結果生産された木材の販売という現金収入の
道がなく、農場蔵藷や燃料として必要な木材の自給も限られていたからである。いいかえれば、農業開発労働の減
少による直接的農業生産への集中は、農業と森業との自然結合を解体し、農業技術改良のための農業機械購入の増
大、少数農産物への集中とあいまって、磯家の自然経済依存の低下をもたらし、商品経済的環境への包摂を促進し
大、少数農産坐
たのであ《罐。
さ
て
、
こ
の
．
さて、このような農業革命の渦中に勃発した南北戦争は、南部市場の閉鎖や一般の不況により当初は農業の不況
をもたらしたが、折からのヨーロヅ。ハの大凶作とアメリカの豊作の一致により、六一－六三年の巨大な輸出（五○
年代からひきつづく小麦輸出増大の増幅のみでなく、新たに本格化するコーン、肉類、酪農品の輸出の増大）が生
じ、不況からの脱出は農業の方が工業よりすみやかであった。しかしその後は軍事動員の負担を相対的に多く受け、
農業生産ばや』低下し、全期での生産増加は決して大きくなかつ趣・馬と労働力の軍事動員にもかかわらず農業生
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表６農地開拓の地域別動向（百万エーカー）
雛ｉｆ鞭北岬辨塒癖鋸辨辨１１１１１１ 控il-ffI-illi1ilq31９，２ ８９０３１０６０●●●●蛆犯兜拠氾別 ４３５２８８■句●●●●１７４７７８２３２２２
上の地域区分は，北東部はニューイングランドと北部大西洋岸にあたり，南西部
はミズーリ，オクラホマ，テキサス，南部はほぼその他の南部を含む。中西部は東
北中部と西北中部にあたり叶極西部は山岳地方と太平洋岸の諸州である。なお地域
区分については注19をも参照されたい。
ＭＬ・Primack，“LandC1earingundertheNineteenth-CenturyTechni‐
ques，，，ｏｐｃｉｔ.，ｐ、４９７，ＡｐｐｅｎｄｉｘＴａｂｌｅ２．
産が減少しなかったことがしばしば強調されるが、それも他方では農
場における家畜の減少、農場改良の中断等の艇業資本のいくつぷしと
いう代価を伴なってＬ趣・もつとも農業機械の普及、特に収穫行程で
のそれが、労働力不足と農家収益の増大によって促進されたことも否
定はできまいが、それも決してドラスティックな変化とはいえず、五
○年代からひきつづく傾向を戦争が大幅に増幅したともいえない。戦
争は工業における以上に農業において機械化に対する抵抗を打破し、
労働節約的機械への関心を異常に高めたとしても、機械供給力の限界（岨）
もあって、その効果はむしろ戦後にもちこされたとみるべきであろう。
岐後に、農業投資の面では上の記述からも明らかなように、戦争は
直接的にはそれを抑制し、農業西漸をもむしろ抑制したであろう。表
（⑱）
６のように、△ロ衆国全体の新農場開拓は六○年代に減少し、西部では
増加したがなお少なく、それも六○年代後半に集中したとみるべきだ
ろう。また、一般に農民は農産物価格の上昇のために農場抵当債務な
どを容易に返済しえたし、抵当信用に投資していた銀行や生命保険会
（釦）
社も余裕資金を増大したといわれるが、戦時好況下の農民の収益の増
大や農業投資の減少が、農家債務の減少と直接間接の公債投資の増大
の
根
拠
と
な
っ
て
い
た
と
い
え
よ
う
。
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戦時中の投資の停滞は交通部門や住宅、都市建設に明瞭にみられた。交通面での南北戦争期の変化は、国際海運
におけるアメリカの決定的後退と鉄道建設の停滞であった。前者は戦時中の船舶の外国への販売の激増を契機にし
て生じるが、アメリカ海運の後退は既に五○年代に始まっていた。一方では木造帆船から鉄製蒸気船への転換によ
って、木材の豊富さという利点の減少と鉄工業のおくれのために造船業の国際的優位は失われつつあり、他方では
労賃上昇による海運コストの国際的割高が感じられはじめていたからであっ趣。一九世紀中葉の海陸両面での交通
革命の進展は、アメリカでは鉄道建設による内陸開発が中心となり、そのための危大な鉄と労働力の吸収とあいま
って、海上における優位をは島国イギリスに明け渡すという方向をとりつつあった。
南北戦争期には軍需による造船の活況はあるものの、もはや五○年代のピークにははるかに及ばず、海運面では
戦争は歴史的傾向をドラスティックに促進した。国内運輸では、五○年代に生じつつあった西部河川の運輸の鉄道
競争による後退が、ミシシッピ河の閉鎖によって促進され、以前の南北ル１トに代り鉄道経由の東西ルートの運輸
・ハターンが確立し、ミシシッピ以東の不統一な鉄道網の統一が促進された。しかし戦争経済下では鉄道の西漸は抑
制され、鉄道投資も五○年代に較ぺてはるかに少ない。鉄道運輸はかなり増加し、建設くりのぺとあいまって鉄道
会社の収益は少くとも名目的には顕著に増加したが、異常なコスト上昇ないし資材の不足のため、新建設はもとよ
（理）
り更新投資さえ抑制されたからである。
鉄道と同様に資本形成で重要な意味をもつ住宅建築も戦争によって中断された。戦争による都市人口の増加の抑
制の影響もあったであろうが、おそらく戦争による家族形成の抑制、実質賃金の低下、レントの長期契約による固
定性等の結果の家賃上昇の一般物価上昇に対するおくれと、建設コストの急上昇とが主因であろう。貸家所有者は
インフレの負担をかなり背負うことにはなったが、住宅建設のくりのべはここでも貸家所有者の抵当債務の減少を
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いずれにしても、これらの重要な投資部門では工業以上に新投資が抑制され、投資くりのべと利潤とが戦費調達
手段としての公債発行の直接間接の資金源となり、戦時経済に一般にみられる民間債務の相対的減少と政府部門の
対民間債務の増大という現象が戦時統制の不在の下でもインフレ過程を通じて生じることになった。それの戦後蓄
積との関連は次稿に分折するところとなる。
以上、北部を中心に戦争の直接的影響について論じたが、戦争経済は一方で戦時経済特有の不均衡をもたらし、
戦後蓄額の方向に影響を及ぼし、他方で経済成長をむしろ抑制し、全体としては五○年代からの革新の多くをむし
ろ抑制したといえよう。しかし戦争の打撃は南部においてはるかに大きく、ここでは戦争による経済荒廃の上に奴
隷制の解体が生じ、長期的にも大きな変化を伴った。次にその点を考察しよう。
（鱈）
Ｊｂ刊ｂたらしたであろう。
（１）三大戦争のピークの年における財政支出の対国民生産比を比較しておこう。南北戦争ではピークの六五会計年の北部
の財政支出の南北合計の国民総生産に対する比率は一七、八％程度と思われ、南部の支出を加えるとこれよりかなり大きくな
る。戦前の五九年の比率は約一一％と低かった。一次大戦では一九一九会計年で二三％、その》蝉前では約一一％だった。二次大戦
では四五会計年で約四五％、三九年では約十％だった。なお、六五年の国民生産は、五九年についてのゴールマンの推定四一一
億ドルを基礎に、物価上昇等を考慮して七○億ドル余りとみた。己・い・ロの已凹【§の目【。【○・日日の円の》国巨『の目Ｃ｛岳の○：⑩臣⑰》
患い【Ｃ１８ｌの国璽の骨の。｛岳のご口岸巴⑭国［の⑩》○○一．己巴目目の⑫８己巴》］②９．（以下四の［ｏ１８ｌの国ご島８》】②ｓ・と省略）
ごロ・】＄》『］⑫－℃》丙・両・○四一一日目．凄の『。“⑪ｚ、二・局一＄【Ｃ：、二口昼のロ已戸の』⑫臼［の⑫．届鷺ＩＢＳ葛・Ｚ鹿固屍．○貝ご具．
両目ロ一ｓ目§汗：已勺『◎１口、二ぐ】ご冒島の己己扁旦⑫国庁の②少【［の『』ｇＰｍ冒臼の②冒冒８日の色目ヨ．Ｂ］号ぐ。－．唾Ｐロ・西①．
（２）ピーク年の軍隊動員数の労働力総歓に占める比率を比較すると、南北戦争（六四年）では北部の凪隊動員数の全国労
働力に対する比率のみで約九％となり、南部を含めるとかなり大きくなる。一次大戦は約七％、二次大戦は約一一○％だった。
南北戦争による死亡軍人数は南北合計六○万人余と絶対数で二次大戦のそれを上まわり、その労働力に占める比率も五％に連
116
（３）戦前の北東部、南部、西部及び西欧の間の分業関係については、特に左記の論文を参照せよ。少・司扇三：『．Ｒシコ戸呂の‐
一一二コ】目貝の『円の、一○ｇ｝自国△の幻の８．ｍ一旦の『の二言ご幻・Ｐシコユ『の四コ●のｇ・》ｚの肴く一のョ「の○口シ日の己３口向８．．己－，□のくの－８日の貝．
］や①、。ごロ・扇ヨネ。
（４）ご「・○・三一［、すの一一・（甲。己包勺己ｎの⑩口皀』二二．凹岨の②巨皀。①『二】の。『の①コケ凶ｎ戸⑫国皀色四『ｇ］①ｇ・ロ・画四一両・二・田の『ロの『ご言迄【○’
二の鼎・屯『－，の、自己二●口頭の⑭冒岳の０．コ｛のユの『：『。］ｍＢｌ＄・弓幻・少。。『の四コ◎の②・・弓すの同８ｐＣＢ－ｎ旨】日向［。（ｇの少日のユ８コ
○一ぐ一一二「出同。』⑤①画。Ｃ・〕⑪。
なお、フリードマンの興味あるアメリカ一一一大戦争比較論（旨・可１巴己：》屡勺１，の》『二８日の自己巨目の昌○冨月の⑫ご弓亨
『毎の一急『【一日の勺の１．烏ｇ》し日の【一日胃固８ｐｃ目｛。”のぐ』のョ・・ぐ。］・食国ｃ⑬》忌巴）によると、御売物価は戦後インフレ期を含
めば両大戦でも二・三倍、二・一倍に上昇し、一一一大戦争とも奇妙に一致している。しかし年平均上昇率は、二五％、一六％、
九％と新しくなるにつれて低下している。年上昇率と各全期の上昇率とのギャップは、戦争期間の差の外に、特に両大戦でイ
ンフレが戦後にもちこされ、南北戦争でそうならなかったためである。
（５）そのような主張をめぐってかなり論争がなされているが、左記の文献が代表的なものである。また、本稿もその論争
にかなり影響を受けていることを記しておこう。
弓。○・○○、宮『凹皀《一口己昏⑥Ｑく】一三画『弱の日『旦冒ロロの［旦巳一Ｎ■二。ｐ》ｇ昌一⑪、一⑪望己已ご回一一の］痙厨８『－８－用のａ①弓・ぐＣｌ・
※げぐ閂・］⑤沼・目・ｓｌｇ》ｍ・炉・同口頭の『曰目壱・己。。－［）弓・】ヨー］ｇ》丙。シ且『の目・の。・・円昏のロ８コ。『己ｎ円日日ＲＣ［二】の
レョのユＢｐＱぐ竺三●四『》□・弓・の曰］、ゲユ翼菖皀乏，。□・㈲の急扇の二・．同８弓己一。○ぽｍｐｍのご号の○一『一一三回『同日・』し忠
（６）戦争が直接に経済成長を促進するという考え方は三○年代の慢性失業を克服した第二次大戦によって強くうえつけら
（６）錘野手が直接』
れた考え方であろう。
（７）ただし、フｍ
ｑａ【のｇ印画房の，］思己
］忠ｌ』・ロ。［の』「＆の．Ｆ一
：、豆ゴミ・層・旨⑭ｌ①．
した。以下の資料に基づく筆者の推定である。臼⑰［Ｃ臥日｝の［ｇ】切二、⑰．』の９．℃己．『鼠Ｉ①ｗめ・田・因員の『白目．。□．、】［．．ごロ・
】忠ｌ』・ロ。［の』「・》の白のすの『ぬ。只屡㈲：。『句。『、の目Ｑ同【目一身日の。［】ｍｇｌ』やｇ菖・Ｚ国回肉．。Ｅ［ご具》因ロ】ご一Ｃ百】①具自国勺３，
ただし、フリッキイのエ業生産指数は六○’六四年に一割ほどの増加となっている。回・句『一鳥①》、・勺「・目、冒目曰昏の
印画［の⑩。］②③ｃ１－』・】』・国四『気四円○両８コ○日－，の［巨昌の⑫こぐＣ一・Ｆ×〆滉臣ご』①台・已・狸。
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口）いわゆる自由主義の時代に農業が西欧の好況期の拡大における重大なボトルネックとなることが多く、その後それは
緩和されるが、世界農産物市場に占めるアメリカの地位からみて、この農産物供給の弾力性の変化はかなり大きな意味をもって
いたであろう。なお、全体の資本形成における農家労働依存の農業資本形成の重要性については、別の機会に論じるであろう。
（猫）Ｕ１日画、笄・倉司四【日ｏ：一国］句。『日呉一○邑薯．。ご・Ｑ［．．ご・⑬沼・
（焔）農業生産動向については主にロ・ロ国富・§ｈ茸・・弓・西－蝉輸出については勺．。『，の即芹の》しぬ１，ｐ一日Ｈの四且Ｑぐ一一
二「、『》巴３℃ご・⑬］」》眉『を参照．農業動向全般については左のものを参照。同ゴ・の具の．旨』．．、ｇご・①ｌ④》向・ロ・国［の．ｏｐ
（８）当時の工業関係の統計は左のものをみよ。両国鳥の】・－す丘．．：．⑭－］ｍ》エリ・ア・メンデリソン箸、飯田・平館・山
本。平田訳、『恐慌の理論と歴史』青木書店、第一分冊付表、四○一一一’四一○、四一二’四一九頁。また工業概観としては
特に次のものをみよ。ご・の。Ｑ閂丙・田のｇｑＣ【旨：巨岱、盲『の⑫冒二』のご昌斤且印画［の⑰．ご●一・目］旨①》、宮口・噂》の．Ｆ
因息の貝自己・８．９戸・目・］忠ｌ『》目。Ｃ・ＣＣＣ胃：．：．。岸・》ｇ・】亀－』田》ロロ・国庁の》⑫。。旨］自○冒自の庁１四一○・口＆‐
二○易冒曰のｚＣＨＳ旦巨ユ回胸島のＱ『】］葛西『》○茸、己。
（９）シ・ご「鬮冨の『己賃の［目ｎ日『、］目色Ｆ百日弓８号日『一蔓宅画耳の目、】ロ島のロロ胃の』の【鼻の切言目貝口、盲１．類．］⑫造ｌ］＄①ご竜
田口②旨の、②閨賦８『罠宛の『一国『》ぐ。］・縄ぽく閂．こ『ぬ》で．『⑥》シ・ロ・○冨目］の円》禽弓弓のＣ『恩己圃【》。二○［旨目巨（四、目『一口砠四且
月日自切己◎目Ｐ回。ｐご】己，『．。一一、ロ『】⑩【図邑』曰く・ロ・旧ｍ弓】の①』ｊ○℃・ロ茸・〕□七・』合－－】巴
（Ⅲ）国・国・国の一己⑩国『・ヨョ・少○①貝巨『］ａ用）画］》＄⑤Ｐご』患・国岨・麓を参照。
（ｕ）再’し．【の⑩②巴國己。シ・少・少］ｎＥｍＰ言河田一コ．“胸のの営冒のｚ日昌。Ｅ『冒胴夢のＱ『｝］乏貰》昌芹、声の］］》の］〕“国
屍の一員の『胃の〔＆葛雪］◎日日］ＣｍＥ笥目二回８口。且８．ぐ。］・噌弩］患Ｐ目・農１国、》叩・偶・同口頭の『曰目》。ご・。】（・）ご己．］雪－，．
を参照。なお、工業実質賃金の変動の分析には、本文の記述の外にもエ業と他部門との分配関係、エ業における労盗の分配率
の変化を問題にする間要はあるが、当時ではとうてい明らかにしえない。しかし本文の説明で一応の答えとはなっていよう。
（、）戦争中の労働者の状態について多少なる見解は向・ロ国ＢＣｐｎ－［・・の富ごヨをみよ。
（皿）以上の点についてはプリマックの本文に掲げた一一論文の外に次のものを参照されたし。三・田・毛『目、、丙》量句閂日０．．，
ｍ（『口。【】Ｃ口尉出口、の。【甸回『日田“ず。『一二斤］】の□ご〔の。の〔鼻の功》】喚呂ｌ］⑫】Ｃご・」Ｃ巨吋■、］。【ロ８口Ｃ日一向昌一の【員］画く。］・〆】【ご〉
】⑤＆》層・』展－局、．
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奴隷制に立脚する南部経済に対する戦争の影響はまことに深刻であった。奴隷制は既に戦時中から変闘しっつあ
ｎ芹・豆、冨已・』率冒・ロ・句】［の。Ｅしぬユ、已日３－□のぐの一目日の貝。【島の言のの庁皀巨ユロ、島のＱぐ一一コ“『葛・閃・シロロ『の：。８．．．℃・
骨・・ロロ・急－９割言・幻・幻巨のロ】口の②の己・量弓馬Ｑａ－ご「閏叩Ｐ○四日】『⑪［＆』吟目の１８回シ殖１２一目『四】宛のく。｝臣二目ご・シ、１２〒
目『ロ］冒の［。『］・『○一・】Ｒ】Ｂ【・】⑪３℃□・］巴ｌ』＠ｍ．
なお、南北戦争期の北部では両大戦時にみられたような農業の交易条件の好転がみられなかった（図２）。これは農業の供
給の弾力性が高かったことや工業等に比しての生産性上昇のあり方によるかも知れないが、同時に食料については六一’六三
年の輸出増大が南部市場の喪失によってかなり相殺され、両大戦時のような外国の需要増大が農産物需要への追加的意味をも
たなかったことによるものであろう。いずれにしても、綿花等を除けば農業の需給関係が工業のそれに比して異常に過迫しな
（Ⅳ）宅。ご「・の呉の⑫や○℃・巳【・・や己・唾産－←・
（岨）の．Ｆ・固二館の『日目．。□，９斤・・ロ己．」患Ｉ『》国ご『・の胃のの．○ロ・臼［・・ロ・困瞠津・》言・ロ・幻巨⑫。冒認目．。ご・、一一・・℃己．
］田’一一回・ロ・国【の．⑩。。旨］自旦旨目印【１巴Ｃ目旦三目⑪．：．Ｑ【．．ごロ．①－『を参照。
（四）本稿および続稿においてアメリカの地域区分については、特にことわらない限りはほぼ次頁に表示する区分に従う。
（別）Ｕ・弓．。ｇ⑪⑰．◎や．Ｑ［・・弓・瞳、ｌ『ＪＰｐ国庁の．◎で．、算・》□・馬・
（皿）の。”・曰昌一。『・弓云・弓『目のロ日［四二自記①『。］：。□．届］、－局ｓ卯月ゴ①同８コ目】一．犀一②８『］Ｃ〔目のロ日［８，国【の②、
ぐ。一・円『や梓①①喚已・】⑬、｛命。
（犯）南北戦争期の鉄道の状態については、拙稿「南北戦争以後のアメリカ鉄道建設とその経済的意義、一八六○－九○年」
Ｈ東大社会科学研究所「社会科学研究」十八巻五号、一九六七年、八一一’九一頁を参照。
（羽）この時期の住宅建築等については同．□・国５。己．ｎ】（・・、高ロ・因・■。］［》○口の四目。『２割８『⑪。（層且『四一戸のの冒
○宮８ｍ。》后麓・ロ・忌廟・等を参照。
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四
一
輩
った。南部の経済的孤立化と軍事経済的自給
化によって奴隷制の立脚する綿花の生産と輸
出が阻止され、農業からの家畜と白人男子労
働力の軍事大量動員も加わって、奴隷制農業
経営が困難となっていたからであり、また経
済自給化ないし工業部門の拡大のために白人
労働のみならず奴隷の賃貸契約による動員が
広汎化したからで麩墨・南部の敗北による奴
隷解放がこれを最終的に解体せしめた。奴隷
の強制労働によって生み出される期待収益の
資本還元額である奴隷の資本価値は、戦前に
おいて南部十一州の農地価格をこえる一一七億
（２）
ドルといわれており、南部の最大の資産であ
ったが、奴隷解放はこれを無価値にし、それ
に寄生していた南部の全経済機構を崩壊させ
た。加うるに戦争による南部の経済荒廃はおそ
るべきものであった。農業生産については先
北東部 ニューイングランド北部大西洋津 メイン，ニューハンプシャー，ヴァーモント，マサチューセッツ，ロードアイランド，コネティカットニューヨーク，ニュージャージー，ペンシルベニア
北中部 東北中部西北中部 オ'､イオ，インディアナ，イリノイイスコンシン ミシガン，ウミネソタ，アイオワ，ミズーリ，ノースダコタ，サウスダコタ，ネブラスカ，カンサス
南部
南部大西洋岸
東南中部
西南中部
方／０ス｜フアウダデニサ エア，メリーランド，コロンビア，ヴァージウェストヴァージニア，ノースカスカロライナ，ジョージア，フロリ ロライナ，ダ
ケンタッキー，テネシー，アラバヤ，ミシシッピ
アーカンソー，ルイジアナ，オクラホマ，テキサス
極西部 山岳地方太平洋岸 モンタナ，アイダホ，ワイオミング，コロラドユーメキシコ，アリゾナ，ユタ，ネバダ
￣
￣
ワシントン，カリフォルニア，オレゴン
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表７南部11州の農業資本ストックの指標
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０
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。、、【。
カッコ内は対全国比％である。
Ｅ、Ｍ・Lerner，‘`SonthernOutputandAgriculturalIncome，1860-1880'，，
Ｒ･Andreanoed,，ＴｈｅＥｃｏｎｏｍｉｃｌｍｐａｃｔｏｆｔｈｅＡｍｅｒｉｃａｎＣｉｖｉｌＷａｒｌｏｐ･
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ッ
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に
つ
い
て
は
表
７
か
ら
大
体
の
様
子
がわかろう。六○－七○年にはすぺてが大幅に低下し、その後の回復も農場価
額、農業機器額で特におくれていた。家畜の絶対数でも減少が大きく、戦前水
準への回復も馬、らぱ、ミルク牛では七○年代末であり、豚やその他の牛ではは
るかにおくれ、農業機器の絶対水準の回復も同様であったろう。表８のエーカ
ー当りの不動産価格（家屋も含むがほ笈土地価格とみてよい）も、南部では北部
と異なり戦争を含む十年間にほとんど半減し、その回復は一一○世紀初頭のこと
となる。南部十一州の農場不動産総額の戦前水準への回復も九○年代までもら
こ
し
た
で
あ
ろ
う
。
こ
こ
に
戦
争
に
よ
る
農
業
生
産
能
力
の
大
幅
な
損
失
と
南
部
賎
業
再
建
の困難さが示されてＬ麺。さらにその上に、運輸面での物的損失も大きく、南
部商業機櫛も一時的に麻癒した。南部国家の消滅によってその公債と紙幣が無
価値となり、銀行資本も四分の一に減少し、戦前戦時に蓄讃された民間の金融
資産もほとんど消滅したであろう。かくて、南部農業は、生産力の荒廃と金融
的資産の事実上の消滅という条件の下で、再びくみこまれた合衆国の通貨圏の
内部で、新事態に対応して再建されざるをえなかつ趨。
奴隷解放は、南部支配層に対してもう一つのやっかいな課題、経済外的強制
に代るに経済的強制をもって南部黒人労働力を処理せざるをえないという課題
を課した。解放された黒人は、急進派による南部再建方式の挫折により士地払
農場面祇 耕地面積
(百万エーカー）
農場価額 農業機器額 家畜価額
(百万ドル）
200(49.2）
157(38.5）
197(36.7） １Ｊ１８８６●●●４４３３２２くくく８０４●●●茄幻師 1,851(27.8）977(10.5）1,235(12.1） １Ｊｊ７４１●●●３３４３１１くくく３５８８４５ 362(33.2）280(18.2）277(18.8）
次年
０００６７８８８８１１１
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下げと自作農民化の希望が失われた後は、何らかの形での雇用労働に依存する外なかったが、長年強制労働に憤ら
されていた黒人労働力を賃労働形態のみによって掌握することには、黒人労働の生産性の低下と綿作期間中の労働
力の定着の困難という難点があった。したがって、戦争直後における賃労働によるプランラーション経営の試みは
数年にして失敗に帰し、やがて一部はプランテーション分割による小作制をとるが、多くはシェァクロッパー制度
（５）
によるプランテーション経営の継続の方向に進んだ。
周知のように、この制度においては、シェァクロヅパーは形式上は契約期間中土地と主要生産手段と家屋を地主
から借りうけるという形をとるが、実質上は地主の管督の下に労働し、その労働生産物特に現金作物の半分以下の
販売代金を労働の代価として受けとる。さらに黒人は多くの場合、生産期間中の生活資料も地主ないし地方商人か
ら
の
高
利
の
前
貸
に
依
存
し
て
お
り
、
そ
の
代
り
に
労
働
の
代
価
と
し
て
の
成
育
中
の
現
金
作
物
の
先
取
権
を
前
貸
人
に
ゆ
だ
ね
ざ
る
をえないことになった。この制度は小作制と賃労働の中間形態ともいえなくはないが、むしろいわば農業における
特殊な出来高払い制の賃労働というべきものであり、生産期間の長期性等の故に「債務奴隷制」的側面によって補
充されていたというぺきであろう。いずれにしても、黒人の多くはこれによって、一方では奴隷制に比してやＬ緩
和された労働方式と経済的上昇の形式的保証とをえたけれども、高率「小作料」と「債務奴隷」的境遇、さらには
人種差別のために実質的には経済的上昇の機会は大幅に制限され、他方では極得した自由の代価としての商品経済
的不安定性にさらされ、また資産としての奴隷に許されにくかった黒人生命への軽視さえ生じることになったろう。
戦後の南部経済は、この黒人シェァクロッパー制以外にも様々の問題をはらんでいたがここでは全体としての南
北の経済格差の形成と、労賃水準における南北格差の増大という相関連する一一つの問題についてのみふれておこう。
全体としての人口一人当りの地域別所得水準の長期的歴史的推移は図３に示すが、それをみる前に表９をみてお
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表８南北の幾場規模と不動産価格
浜一』面
閲
師
師
朋
朗
帥
、
農場の土地家屋額は表７の農場価額と同じものである。
Ｕ、S13thCensus，vol５，ｐ、８７８より。
こう。このうち所得の地域別分布は、資料的制約により所得
概念が歴史的にかなり変化するし、統計の正確さも古い時代
ほど少なくなることは否めない津、大体の考察にはたえうる？
と
も
か
く
こ
の
表
に
よ
れ
ば
、
東
北
部
で
は
一
九
三
○
年
を
除
い
て
シ
ェアの一貫した低下がみられ、北中部では世紀の交まで上昇
し
た
後
に
や
ふ
低
下
し
た
水
率
で
安
定
し
て
お
り
、
極
西
部
で
は
一
貫
して上昇をつづけ、南部では一八八○年までの低下とその後
の
上
昇
が
み
ら
れ
る
。
こ
れ
ら
四
大
地
域
所
得
順
位
で
は
、
南
北
戦
争
を
期
と
す
る
南
部
の
北
中
部
以
下
へ
の
転
落
と
最
近
に
お
け
る
北
中
部
の
北
東
部
へ
の
接
近
が
注
目
さ
れ
る
。
こ
れ
ら
の
動
向
は
、
各
大
地
域
内
の
小
分
類
地
域
の
動
向
を
含
め
て
、
同
じ
表
の
人
口
分
布
の
変
化
、
あるいは人口の西漸の推移とかなりのていど対応している。
し
か
し
詳
細
に
み
る
と
両
者
に
は
か
な
り
の
差
が
あ
り
、
特
に
一
八
六
○
－
八
○
年
の
所
得
シ
ェ
ア
の
変
化
と
人
口
分
布
の
変
化
と
に
は
大
き
なギャップがある。
そ
こ
で
図
３
の
各
小
分
類
地
域
の
人
口
一
人
当
り
所
得
の
全
国
平
均
に対する比率をみると、一八六○’八○年には東北部二地域
の
そ
れ
は
全
国
平
均
以
上
の
水
準
で
安
定
的
で
あ
る
が
、
北
中
部
二
地
年次
農場当り
土地面預
南部 北部
(エーカー）
農場当り
耕地面繭
南部 北部
(エーカー）
農場当り土地
家屋額
南部 北部
(ドル）
エーカー当り土地家屋額
農場面菰当り 耕地当り
南部 北部 南部 北部
(ドル）
1850
1860
1870
1880
1890
1900
1910
332
335
214
153
140
138
114
127
126
117
115
124
133
143
１１００１１
的茄弱蛆鯛 筋舶的而昭皿加１ １５６４２１４５５５２０５７０４４２４２３●、■Ｐ●Ｐ●ＰＢワ●Ｐ●２３１１１１２ ００８４１０２８８６１２９８３１４３７１１０Ｐ？９ＰＦＤ２３３３３４８ ２３８００１８●●●●●●●６０６８０９０１１２ ７２６８１４２●●●●●００８５９８０１７１２２２３３５ ５１０８８０８●０■●●●●躯拠幻虹鋼妬鍋 ４５１２４１５●●●●●●●６６０３２６１３４５４４４８
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城
で
は
全
国
平
均
水
準
近
く
へ
の
顕
著
な
上
昇
が
生
じ
、
南
部
三
地
域
で
は
反
対
に
平
均
水
準
以
下
で
の
顕
著
な
低
下
が
生
じ
て
い
る
。
事実、南部ではこの間一人当り所得の絶対的低下さえ生じた。また一八八○年には今日にみられる所得水準の地域
別順位１１すなわち、北部太平洋岸と東北工業地方が高所得地域であり、特に南部が低所得地域であるという地域
構造１１がほぼ形成されており、その後は山岳地方の転落を除き、また一九三○年の大恐慌期を除き、ほぼ順位不
変のままで全国平均への収散がみられる。この収敦傾向は地域によって時期的なずれがあり、北東部では二次大戦
以後に、極西部ではしばらく前から顕著であるが、南部では二○世紀に入ってから顕著になり、大恐慌で中断の後
この統計はラフなものであるし、またこの所得は時価による名目的所得であり、そのまま地域間の実質所得の格
差を示すとはいえまいが、しかし大きな格差は実質所得の格差を示すものとしてよかろう。そして、アメリカ経済
の一体化傾向の結果として全期にわたり所得格差の長期的減少傾向がみられる中で南北戦争以後に顕著な南北格差
が生れ、それが二○世紀初頭までほとんど縮少していないというパターンは否定できまい。南北戦争前においては、
奴隷を含む一人当り所得水準でも南部は北部工業地方よりは低いものの北部農業地方とほぼ同じ水準にあり、奴隷
の低「所得」水準を考慮した後の白人一人当りの所得は北東部に近かったのであり、一般的な農工格差と異なる意
味での南北の所得格差はまさに南北戦争によって生じたといわねばならない。しかも南部の一人当りの相対的所得
で）
水準が一八六○年の水準に回復するのは実に第二次大戦前後までもちこされたのである。
この南北格差の形成の主因はやはり南北戦争の南部農業への決定的打撃であろう。もっとも南部工業自身も戦争
の打撃をうけ、全国工業生産額に占める南部のシェアが一八六○年の七・二％の水準に回復するのは一九○○年の
７）
ことであるから、その影響もないわけではへいが、もともと工業の地位が低いためにそれは主因とはい』えないし、
以後に、極西部ではし》
今日まで継続している。
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表９人口と所得の地域的分布（％）
凹甚界
判小|鬮璽|礫
可｜中｜｜塁｜牛
〔人口〕
２１２０1840
1860
1880
1900
1920
1930
1940
195０
３
０
８
７
７
７
６
６
１
１
０
６
３
２
２
３
２
２
２
２
３
６
１
０
０
４
３
３
３
３
７
２
２
１
１
１
２
２
２
２
ijl；1５１１３１ ３６７
９
０
０
０
０
１
１
１
１
７
３
１
０
９
９
０
９
３
３
３
３
２
２
３
２
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
１
１
１
１
１
１
１
１
７
２
４
２
１
０
９
１
１
１
１
１
９
５
５
２
２
０
０
２
３
３
３
３
３
３
２
４
５
９
０
１
３
１
１
１
１
２
３
３
３
３
２
３
５
７
８
０
１
:''１
蕊ｌｉｉ ８８８1１１２１２
〔所得〕
1840
1860
1880
1900
1920
1930
1940
195０
1７
１４
１１
１
６
３
１
４
３
３
３
７
０
４
１
９
１
６
２
５
５
４
４
３
４
３
３
１
１
２
５
１
１
２
４
１
３
０
９
８
１
１
１
３
０
４
６
２
２
１
１
２
３
３
３
３
３
４
９
６
５
７
６
８
９
１ ９
６
５
２
２
１
１
９
６
５
４
４
４
５
１ ４
８
４
５
７
６
７
８
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
１
１
１
１
１
１
１
１
４１
３
２
２
３
３
３
２
２
２
２
２
２
２
３
３
３
３
３
４
５
７
９
１
２
１
１
７
８
０
１
４
５
１
１
１
１
Ｉ
「
５
８
１
１
１１０
９１３０
９
８
７
２
８
５
３
２
２
１６１
;I’９１３２
所得総計の1920年は1919-21年の，1930年は27-32年の，1940年は37-44年
の，1950年は48-53年の平均である。
Ｒ、Ｅ・EasterlinnG`Ｒｅ屑ｉｏｎａｌｌｎｃｏｍｅＴｒｅｎｄｓ，1840-1950,,,ｓ.Ｅ・Harrised.，
AmericanEconomicllistory，1961,ｐ、５３５．
れ
ぱ
Ｉ
戦
後
の
混
乱
期
の
過
ぎ
た
八
○
年
に
ま
た
戦
争
の
打
撃
は
工
業
よ
り
農
業
に
よ
り
深
刻だった。その点は
先
に
も
述
ぺ
た
が
、
別
の形で示せば表、の
如
く
で
あ
る
。
人
口
当
りの農地、生産手段、
家
畜
ス
ト
ッ
ク
、
収
穫
い
ず
れ
も
戦
争
に
よ
る
減少は著しく戦後の
回復も緩慢だった。
労
働
力
当
り
の
統
計
は
な
い
が
、
人
口
に
占
め
る
農
業
労
働
力
の
比
率
が
こ
の
間
顕
著
に
変
化
し
な
か
っ
た
と
仮
定
す
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図３．１人当り個人所得の地域別格差の推移
（全国平均-100とする）
200
111
ニューイング150
二三三中部大西；西 羊岸 ｡豐100 二、､ｚグー廊梛
くこ＝奎竺L二二二二二ニミ三三F三三二づ
雨勝|j大iJIi洋岸東南ＩＩＪ部
＝＝－－
￣＝＝
5０
１８４０１８６０１８８０１９００１９２０１９４０１９６０
Ｒ、Ａ・EasterlinDI`Ｒｅ贋ionaIIncomeTrends，1840-1950,,,ｓ．Ｅ・IIa｢ｒｉｓｅ。､D
AmericanEconomicHistory，1961,ｐ、528,ＴａｂｌｅｌｌＳＬ、Ｅｎｇｅｒｍａｎ，``Some
EconomicFactorsinSouthernBackwardnessintIleNineteenthCentury，,，
Ｊ・Ｆ・ＫａｍａｎｄＪ．Ｒ、Meyered.,EssavsimReRionalEconomics,ｐ､２８２，Ｔａ‐
ｂｌｅｌ．
はこの仮定はある程度まで可能であ
ろ
う
ｌ
こ
の
表
は
あ
る
て
い
ど
ま
で
は
労働力当り生産量の指数とみうるの
であり、生産手段の破壊とおそらく
一部は奴隷労働から自由労働への娠
換とが、労働生産性低下の主因とな
（８）
っていたとみうる。
いずれにしても、人口一人当りの
食
料
、
飼
料
の
生
産
減
少
お
よ
び
家
畜
の
減少は一部はその消費の減少、一部
は戦前自給的性格の強かったプラン
テ
ー
シ
ョ
ン
農
業
の
自
給
度
の
低
下
な
い
し
商
品
経
済
化
の
進
展
を
意
味
し
、
他
方
現
金
作
物
の
一
人
当
り
生
産
の
減
少
は
価
格
の
相
対
的
上
昇
に
よ
っ
て
充
分
に
は
つ
ぐ
な
わ
れ
ず
、
こ
の
二
○
年
間
全
体
と
し
て一人当り農業所得の実質的低下と
なったとい空墾。そして以後にお二
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表１０南部の人口１人当りの艘業生産と生産手段の変化(指数）
0
3８
７
８
８
１１
段
地
地
業
業
勵
日
］
扉
珂
〆
「
固
り
Ｒ
肝
凹
Ｒ、Ａ、EasterIin，ｏＰｃｉｔ.，５３８
ても工業発展はおくれ、農業発展の条件も特に恵まれたと
は
い
え
な
か
っ
た
か
ら
、
二
○
世
紀
初
頭
ま
で
は
所
得
水
準
の
上
昇
率は全国平均のそれをこえるものではなかつ趣。また、黒
人の生活水準の奴隷以下への大幅な引下がもともと不可能
であり、後には黒人の経済的上昇がともかくもあったとす
れば、南部の所得水準の絶対的相対的低下はプランテーシ
ョン所有者を含む白人の地位低下を意味したといえよう。
また、奴隷解放は労働市場の変化を通じて白人下層への
不利な経済的影瀞を及ぼしたと考えられる。奴隷制の下に
おいても、南部労働市場における黒人奴隷と白人との競争
関
係
は
間
接
に
は
も
ち
ろ
ん
直
接
に
も
あ
る
て
い
ど
存
在
し
て
い
た
ことはいうまでもないが、その競争関係は白人の賃金と黒
人奴隷の賃貸料の競合という形をとり、後者は奴隷の労働
力としての最低限の再生産費のみならず、綿作労働による
「剰余価値」を含むものとして（あるいは資本としての奴
隷の生む利子の主要部分を含むものとして）存在していた。
表ｕは奴隷の賃貸料と労賃とを比較したものである。こ
の統計もラフなものでしかないし、また比較においてはそ
1860年
100
100
100
100
100
100
100
100
100
100
100
100
1870年
7７
８２
７８
７２
7０
６２
４３
５１
５２
5７
７３
７６
1880年
7０
５
２
８５
7５
６９
５０
７２
６７
6１
７４
７３
生産手段
農地面戟(エーカー）
耕地面薇（〃）
農 用馬の現存数（頭）
農業用ろばの現存数(〃）
収穫壁
′1，麦(プッセル）
とうもろこし(プッセル）
じゃがいも(プッセル）
綿花(パール）
タバコ(ポンド）
家畜数
豚（頭）
ミルク牛（〃）
肉用牛(m'）
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表１１奴隷賃燭斗と労賃との比較(年レート，ドル）
動賃金｜奴隷街
､６１７［
3４６１９９１１６８
461巴;；360lＩ６４
農業労賃は工業労賃と異なりまかないつきのものであるが,奴隷の賃貸料も,奴隷
維持費が一般に借手側の負担となっていたから，両者はほぼ比較しうる。農業労賃
は原盗料が月賃金であるのでそれを12倍したが，他は原資料が年賃金である。アツ
パーサウス（UpperSouth）とロワーサウス（LowerSouth）の区分は，ここで
は奴隷賃貸料の資料にしたがっており，前者は両カロライナとヴァージニア，後者
はアラバマ，フロリダ，ジョージア，ルイジニア，ミシシッピの各州である。
労賃はすべてＳ・Lebergott,ManPowerinEconomicGrowth,ＴｈｅＡｍｅｒｉ‐
canRecordsincel800j1964，ｐｐ､539,543-5DAppendix，ＴａｂｌｅＡ-24,27,29．
奴隷賃貸料はＲ･EvansJr.,“EconomicsofAmericanNegroSlavery，’830-
1860,,,Universities-NationalBureauCommitteeforEconomicResearch，
AspectsofLaborEconomics，1962,ｐ、２１６による。
れぞれの労働力の質の差異を考慮しなければ
な
ら
な
い
し
、
比
較
年
次
も
正
確
に
は
一
致
し
て
い
な
い
が
、
と
も
か
く
次
の
点
は
い
ら
お
う
確
認
で
き
る
。
男
子
奴
隷
の
賃
貸
レ
ー
ト
の
水
準
は
か
な
り
高
く
、
綿
作
の
発
展
的
な
ロ
ワ
ー
・
サ
ウ
ス
で
は
例
え
ば女子労働力の多い綿工業の全国平均賃金の
水準に近く、綿作の好況を反映して上昇率は
綿
工
業
賃
金
以
上
で
あ
る
こ
と
、
農
業
賃
金
と
の
比
較では、南部の両地方とも奴隷賃貸レートの
上
昇
の
方
が
大
き
い
が
、
賃
金
と
賃
貸
レ
ー
ト
は
ほ
ぼ
比
較
し
う
る
水
準
で
あ
り
、
両
者
の
直
接
的
競
合
〈ｕ）
関係さ』えあったと推測されること、である。
奴隷解放による黒人の脱資本化ないし人間
化はこのような形の競合を当然に変更した。
自由黒人の賃金水単はもはや以前の賃貸レー
ト
と
同
じ
水
準
に
き
ま
る
と
は
い
え
な
く
な
り
、
少
くとも解放後当分の間は黒人の最低限の再生
産費と以前の賃貸料の水準との中間できまる
年次
艇業労働賃金
全国平均 アッパーサウス
ロワー
サウス
工業労働賃金
年次 綿工業鉄工業
賃貸料
年次 アシ ﾊﾟｰ|ロヮーサウスサウス
1830
1850
１８６０
106
130
164
7６
9３
133
134
126
164
1８３２，１６３
1849
1859
313
1７６１２９２
201 346
1830
-35
1846
-50
1851
-55
1856
-60
6２
９９
141
142 ”閉町妬１１１１
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表１２１８６０－６９年の賃金の上昇率(％）
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表１３艇業労賃の地域格差の推移であ
っ
た
。
こ
こ
で
は
表
示
し
な
い
が
、
南
北
戦
争
は
も
と
も
と
あ
る
て
い
ど
存
在
し
て
い
た工業における南北の賃金格差を拡大したのであるが、農業労賃では表狙のよ
うに南北格差を工業以上に拡大した。もっとも、これらの変化は先に述べた戦
争の打撃の結果の労働生産性の低下と関連した現象でもあるが、奴隷制解体と
いう制度的変化の産物でもあった。と思われる。このような労働の安売りは一
面
で
は
雇
主
の
利
益
と
な
っ
た
で
あ
ろ
う
が
、
他
面
で
は
生
産
物
の
価
格
低
下
を
通
じ
て
外
部への経済的贈与をも意味したであろう。いずれにしても、戦争は経済荒廃と
奴隷制解体を通じて白人層にも長期的に重大な遺産を残したといえ鼻型。
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と
に
な
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た
と
み
る
べ
き
で
あ
，
し
つ
Ａ
ｒ
と
い
ｑ
り
、
多
数
の
黒
人
労
働
力
の
｛
同
由
痒釧辨鋼化は白人労働者にとって重大
や噛離叩比な経済的脅威を意味したであ
一翫繩池よろう。事実、表、に明らかな
垰鰯辨呼》ように、六○年代の名目賃金
地のあ。、肥上昇率は南部で相対的に小さ
北
』
で
る
ｇ
ｂ
稗攝》》》岬》輌杣》岬『｝州出》峰岬辨
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（１）戦争中の南部の経済状況については特に祠・富・Ｐの『。⑦『》倉菖・口の『・句１，の：且ゴロ随の、ごＳのＣＣｐ［巳の『ｇ『》］恩】
Ｉ忠言一用・少且円ＢｐＯの９．雪ｏｐＱ［・・弓・】】１ｓを参照。
（２）ｐ己．（ざ｝＆Ｐ《《同８コ。曰－８．｛同日目、一己畳。■ご》］。■『昌一。〔向８回・目白雷の８『『．ｑ＆・滉〆牌自］Ｃ国弓・『四－一．
なお、奴隷価格は、奴隷貿易が禁止された一八○七年後においては、奴隷の輸入コストによってではなく、奴隷の奴隷主に
もたらす期待収益の資本還元額を基準に決定されていた。期待収益には、一つは奴隷自身の自己増殖によるものと、一つは奴
隷の生産的使用から生じる「剰余価値」とがあるが、後者については奴隷の生活水準がほぼ労働力再生産に必要な最低限度に
固定されていたと考えられるため、生産性上昇の利益は（生産物価格が不変であるかぎり）すぺて奴隷主に帰し、その点でも
賃労働者と異なっていた。したがって奴隷価格の基本的水準は、年令、性、地域による差異を含みながらも、奴隷の期待自己
増殖率、綿花価格水箪、奴隷労働の生産性、市場利子率の動向によって規定され、細作の経済条件ないし奴隷労働力の需給関
係によって基本的水準からの乗離が生じていたといってよい。これらの点については、近年いわゆるニューエコノミック・ヒ
ストリーによる計算結果が数多く発表されている。そこでは一般には奴隷制の「収益性」という言葉で総じられているが、奴
隷制の収益率は一般には計算しえないものであり、あくまでも「資本還元率」と解さるぺきものである。主要論文は左記の通
宛。ご●・句Ｃ脆の］四口△の．Ｆ・同二ｍの【日四二宕弓言の因８口○昌二、のＣ【の一四『の『『ｇ・句◎麺の一四．旦向口媚のロロ凹己匂罰のご房『□『の曰〔－．コ。〔シＢ・
の１，：同８口。且ｎ国⑫８【］．。□．。）〔・・已己・皆】’一】｝し・崖．Ｃ：『四二：こ］・用・昌の『の『．ｇ日冨向８コ目】一ｎ⑰Ｃ『の一四ぐの『］ご
ｇのシロ（の‐■の二目】の。巨畳圏］目『園】。【弔・］旨８－両８．９畠・ぐ。一・ｓ巳留》ロロ，閉ｌ】ざ申元．固く目②］『・》員円］】の同８二。目８
．［し日の『】８ゴｚの、８の一回ぐのｇご菫ロヨぐの『⑩三の叩‐Ｚ型二．昌一塵巨【①四厘○．自冒目冒の⑰｛。『両８コ◎日－，宛の⑫の四目彦》鈩呂の、岳。【
Ｆ：。『両８コ。『昌向⑩．］④富・つど．届ｍＩ噌念》］・ロ句○巨⑫斤四且□・向・の三目・倉石『Ｃ目、こぐ一ｇｏ【し貝の‐国の二Ｅ目の一畠の閂○ｍす。【“
し旨冑『Ｃシ己ロ『８９富．シ”１，口一目『山一田⑫ｇｑ・ぐ。－．瞳》】＠『Ｐ已己・患’＆》可・の貰菖念『》資しＺ・【の。己［｝】の勺『・〔旨三一一［］
。角ショ【の‐国の一一已目の一旦のｑご・の。ヨニ】の日向８コＣ日一。］目【昌一壹『。】．⑬Ｐ〕Ｐ①』》目・旨、’四患聿宛・の皀呂・屡目旨や『。〔旨三一一弓
。
（
鯵
…
愈
二
圓
叩
：
亀
Ｉ
”
…
…
ｍ
・
昌
一
扇
『
二
画
・
・
己
・
目
・
胃
「
。
…
・
一
皆
・
］
§
…
露
‐
亀
：
…
…
壜
弓
一
馬
宅『・曽呂三目目ｇぐ一号一二口。届勺一目国二目の一色ぐのｑ冒二］の□昌巳の日冨唾菖季刊理論経済学十一一巻一号六○’六七頁。
（３）南部の農業的富は、奴隷を除いても、六○’七○年に実質で五五％の低下があり、しかもその多くは艀価額の低下よ
０である。
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（４）戦争による南部経済の荒廃については特に左記を参照。］・＄・の⑰一二①厨・鴬弓唇の同８．．目、ごｎ丘の。、の具晉のＣ－ぐ一一
二「胃冒昌のの。巨冒葛・少ロ日の目Ｃの色・》。ご・ロー［・毫弓・『＠Ｉ沼一両・言・Ｐの『。①Ｈ》食⑫Ｃ昌彦の【ご○ロ８具ロコニシ砲己目一目『■一目８ｐ】の．
】ｍｓｌ］⑫ｇごマシ『号の：Ｃの。．》一三１．》ご己・ｇＩＳ⑬
（５）シェアクロッパー制の形成と実態はなお十分に研究されていない問題であるが、ここでは左記のものを参照した。
ン・Ｚのぐごの。円｝房同日日、、回、の。【富。』の『ロショのユ３》］②＄Ｉｌ］召⑭ご］巴『】ロ・扇［［・》］・ロ・応の国》《《のゴ聾『⑦。『◎乙已ご困色の四口
ロ
己
…
且
昌
一
：
厨
…
…
・
…
ｌ
…
・
…
二
唇
ョ
切
目
晉
譽
・
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・
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・
〔
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・
目
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円
…
・
目
－
し
８
員
忌
墓
・
ｇ
Ｂ③－】ざ｝宛．⑫臣【：、且”・幻目印◎日食曰冨同×．、一画くのご二戸の勺。⑩〔‐頤の二目〕⑫Ｃ巨旨⑩少の白身。【【胃向、（）。。且、旨己已四。〔
。『恩、一⑪ヨヨ囚冨い『丙の［同回ぐ計目日の己［弓・］。Ｅ『冒一。【両８二○日－，国⑪Ｓｑ・ぐＣｌ・】・貝冒］⑤貝で己・屋再ｌ屋ｍ・菊地灘一箸
『
ア
メ
リ
カ
に
お
け
る
前
資
本
制
遺
制
』
未
来
社
一
九
五
五
年
第
二
章
（６）以下の記述を含めて、地域格差の歴史的分析は下記のものを参照せよ。記・缶・同四ｍ【の己】Ｐ冨旨《のｑのい】◎息一ｏ一頭の『の口８ｍ
ご勺屈『Ｃ煙□冒冒８日の・弓：巨冒□目：旦邑○国一目８日⑪．』②Ｓｌ』①ｇ葛》璃・国・国・幻・・目『の己⑩ごシ日の『】８口向８コ・日》、ヨ
ニ】のｚ旨の［の目二】○の己日目・目・『四ｌ』色中幻・少・園⑩［の『一ヨ・倉屍①、】目巴冒８口】の曰円の目、息・口・巳『・冒弓・留切１超『》⑫・㈲・
両二ｍの『日目◎ロ・ａ【・壱つど．⑭ごｌ患⑩．
（７）、の二の『．（》ロ・具．．：，鷺ｌ切・
（８）ただし、奴隷解放によって黒人の一部（婦人、幼児、その他）の労働供給の減少ないし遊休化が生じたことはありうる
ことであるが明確な証拠はない。それによる労働参加率や労働時間の低下が事実であれば、本文は一定の修正を必要とする。
（９）綿花価格の一般卸売価格に対する比価は南北戦争中およびその直後の世界的な綿花不足期には当然上昇したが、七○
的年代後半にはほぼ戦前の比価にもどる。それでもなお穀物よりは価格関係はよかやたが、綿花生産に予想される生産性の相
対低下を十分に相殺するものとはいえないであろう。この頃には世界市場の綿花供給におけるアメリカの圧倒的地位はほぼ回
復していたが、アメリカの綿花生産は戦前に較ぺて著しく増加したとはいえないから、この間羊毛等の代替繊維の競争力の増
大、または繊維産業全体の発展鈍化が生じ、アメリカ綿作の経済環境が悪化していたと考えられる。また、南部綿作地帯にお
一〕ロ顎つＣ・
（４笹）
りも実質の損失であったといわれる。⑫・・ｒ同月の『目目・富②Ｃ目の因８二．目ｎ句、、５『⑩旨ｍＣＥｓの『ゴロ：百国ａｐのいい》富。ご・、一戸．．
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ける食料、飼料、肉類の自給性は、戦前のプランテーション経営において顕著にみとめられるが、戦後自給性の低下と現金作
物の単作化が進むとみてよい。これは一面では農業の地域分業化の進展という以前からみられた歴史的傾向の継続とみられる
が、同時に戦争による生産力の低下によって北部との競合的作物の後退が促進された面もあったろう。南部が敗戦によって北
部の通貨圏にくみこまれたことは、国際戦争の場合の敗戦国が戦後経済復興の手段としてしばしば用いる為替切下の手段を南
部から奪うことを意味し、南部復興をそれだけ困難にした面があったであろう。また、綿作を中心とする単作経営化の方向は
「債務奴隷制」とも関連したものであったことはしばしば指摘されている。南部賎業の自給性の変化については下記を参照。
幻・向．。四一一ョ：》どのの］［‐⑫戸田。】のロｑ冒昌の○．［８．両の（）。《》日『（）｛牙のシ三⑦，因の一一回日の。ロー】弓・缶困１２］日日一浬一⑫Ｓご・※‐
白く》］①『Ｐロロ・ロー霞》用・宛目のＣＢｍ目元・印貝９．６のす【句の。目頭のご島の○・［【・ロの。巨昌“『［の『牙のＱぐ一一弓色『葛．］（》巨司‐
菌一・｛同８コ【】日一Ｃ胃、８９》『。］・〆涜ロ》］垣忌も。⑤思索・
（、）南北格差の形成とは別に、その継続の原因についてはなお研究を要する。ただその格差がほぼ二○世紀初頭ないし第
一次大戦頃から次第に減少傾向を示している点は注目していい。これには種々の要因があろうが、一つは労働供給条件の変化
があったであろう。一次大戦以後アメリカ労働供給に占める外国移民の顕著な低下が生じるが、それ以前には豊富な外人労働
力の北部への供給のために、南部農業労働力の外部への移民機会が制限され、南部農業地帯に潜在的過剰人口が蓄積されてい
たと考えられるからであり、それが南部の低所得の継続の一因となっていたであろう。
（、）奴隷の賃貸料の上昇率が労賃のそれより高かったことは、奴隷制の中心部門である綿花の発展性が大きかったことに
よるものといってよいが、同時に奴隷使用がより収益的な綿作に集中していったことをも意味するものであろう。なお、奴隷
賃貸は細作経営よりもその他の部門にむけられることが多かったようであるが、奴隷の価値保全上の考慮（健康、生命の損失
の
お
そ
れ
）
や
男
女
別
居
に
よ
る
奴
隷
の
自
己
増
殖
の
制
限
の
た
め
に
、
一
般
に
は
非
常
に
広
汎
に
み
ら
れ
た
も
の
と
は
い
え
な
い
で
あ
ろ
う
。
し
か
し
そ
れ
が
奴
隷
制
の
、
あ
る
い
は
奴
隷
制
と
資
本
主
義
な
い
し
小
農
制
の
共
存
体
制
の
下
で
の
労
働
力
配
分
の
一
つ
の
ル
ー
ト
で
あ
っ
た
こ
と
は
否めない。奴隷賃貸制度については丙・両ぐ自鮠．（）ご・ｎＦ弓・】罵賄・をみよ。
（、）南北両方の経済に及ぼした深刻な経済的影響を含めて、南北戦争のコストは極めて大きく、結果的には連邦政府の負
担による奴隷の有償解放の方が戦争よりはるかに低コストだったといわれることもある。戦争が一般にそうであるように、歴
史は経済計算をこえたものであった。例えばＣ・ｐＣＣ－１－。：．弓夛の同８己Ｃ目の⑫。〔同日目凰冨二．■蔓も。ご索．
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南北戦争期は経済政策の上でも重要な変化の生じた時期といわれる。ホ１ムステヅド法や大陸横断鉄道への大規
模な土地払下げ等の公有地処分政策、関税政策における高率保護関税の設定と定着、グリーンパック紙幣の発行と
国法銀行制度の成立による金融制度上の変化が代表的なものである。これらの政策はもちろん戦争によって実現が
加速されたり、またより大規模に実現されたことは否めないが、しかしまたいずれもそれまでのアメリカ経済の発
展の産物でもあり、その意味で南北戦争期の政策史上の断点を一面的に強調することはできない。ここでは公有地
政策、関税政策には簡単にふれるにとどめ、金融制度については後の展開の前提ともなるのでかなり詳しく論じる。
広大な西部の公有地を連邦財産として所有し、それに私有権を設定していくという不可避な過程を伴って発展し
たアメリカ資本主義にとっては、公有地処分は当初から重要なニーークな政策であった。連邦はその処分をはじめ
は主に競売によって行っていたが、その結果生じた自由な土地私有制は、前資本主義的遺制を伴う旧国の土地所有
にみられない極めて自由なものであり、他の商品とほとんど同様に投機的に売買される自由な土地市場こそ新開国
としてのアメリカにユニークなものであり、アメリカ涜本主義の体質の一つを形成するものであっ唖
連邦成立当初においては、土地処分は連邦財政収入の穫保という視点からなされることが大きかったが、次第に
西部の辺境民主主義の要求と西漸による経済領域拡大の促進という視点が強調されるにいたり、理論上は安価な土
地の実需者への大量供給の方針が確立されていった。最低競売価格は一八二○年にエーカー当り二ドルから一・一一
五ドルに引下げられ、五四年には売れ残った土地の価格は最低三一・五セントまで引下げられ、競売最低単位も当
初の六四○エーカーから三二年の四○エーカーまで引下げられた。一八二○年には、投機抑制の理由から、旧来の
３
経
済
政
策
の
変
化
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表１４連邦土地処分 信用販売の禁止が実施された。もっともこの効果は土地購入における信用依存を公的なものから民間信用に切りか
えることとなり、投機抑制よりも信用ル１卜の変更を生じたのみであった。しかし一八四一年には公有地の先住者
に対して一六○エーカーまでの優先的購入権を最終的に保証し、ホームステッド法の先例をひらくことになった。
南北戦争前には西部開拓をめぐる南北の体制的対立のためにこれ以上の進展はみられなかったが、戦争による体
制の一元化は、農民志望者（五年の定住を条件とする）に対する一六○エーカーの無償払下げ方式の確立をもたら
し、土地政策の画期となった。この六二年のホームステッド法は、その後の類似の法律にうけつがれ、特殊な農業
目的にも利用されることになった。表皿に示すようにほぼ今日までの連邦土地処分に占めるホームステッド法によ
るものは三割弱となり、その量的意義はかなりのものであり、その西部開拓促進効果は否定できないＰ西部の未改
Ｅ
け
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刑
犯
犯
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】
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』
【
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ロ
Ｌ、Ｅ･ＤａｖｉｓｅＬａＬ，AmericanEcono‐
ｍｉｃＧｒｏｗｔｈ：AnEconomist,sHistory
oftheUnitedStates，1972,ｐ、１０８
なりのものであり、その西部開拓促進効果は否定できない。西部の末改
良農地の価格上昇が十九世紀後半においてもかなり大きく、農業参入条
件における農地価格の重要性が既に高くなりつつあったからである。
しかしホームステッド法の意図したといわれる定住的自作農の発展と
いう面には、この政策の効果は必ずしも重要とはいえなかったであろう。
第一に、この制度を利用した農民がかなりいたとはいえ、一九世紀末まで
（２）
では西部農業の開発全体に占めるその比率は二割弱であり、あくまでも
部分的なものであった●第二に、この制度も法適用の限界のため土地競
売ほどではないにしても投機業者も利用しうるものだったし、また農民
自身も本質的に土地投機家であった。急速な農業西漸とはげしい人口移
動という当時の条件の下ではそれは不可避であっ趨・この点ではホーム
面菰(百万
エーカー）
その比率
(％）
現金販売等
ホームステッド
州への払下げ
退役軍人補助等
鉄道への払下げ
合計
300
285
225
9５
９１
３５
1,031 １６８２８４０■Ｂ■の●■ロ９７１９８３０２２２０１
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ステヅド法は、入植しうる土地が良好なものであるかぎり、連邦から特定個入へのキャピタル・ゲインの譲渡を意
味したといえよう。第三に、農業参入コストも土地価格上昇のみでなく農業機械化の急速な進展によっても上昇し
それは農業労賃の上昇より急速であったから、農業賃労働ないし小作農から自作農への農業槽梯上昇の道のりは次
第に遠距離になっていった。したがってホームステッド法成立以後においても、自作農の相対的減少と小作農の相
（４）
対的増加の傾向は、西部においてもいぜんとして進行していったとみられる。
横断鉄道に対する土地払下げは、戦前に確立していた処分方式の継続であった。公有地の内部開発目的の払下げ
は一八一一七年に始まるが、鉄道への払下げは五○年代の州際大鉄道イリノイ・セントラルへの払下げによって大規
化した。しかしここでも、南北戦争による体制一元化と職争目的のための緊急の必要によって極めて大規模となり、
六三年から九年間に一億エーカー以上の土地払下が連邦議会によって承認され、その外にも州を経由する払下げも
あり、全体としてミシシッピ河以西の横断鉄道領域の全面糊の一割弱の土地の無償払下げがこの短期間に認可され
た。これは鉄道建設による土地価格の上昇という外部経済効果をその担当者たる鉄道に与えたことを意味し、そう
いう産業補助をここでも直接の財政支出によってではなく、連邦資産と財政収入の部分的放棄によって行ったので
あり、ここに巨大な革新者としての鉄道に対するアメリカ的な公権力の補完形態をみることができる。もっともこ
のような鉄道援助は、鉄道と政府との特殊な関係を生じ、投機的な鉄道金融をめぐる大衆の疑惑と鉄道集中に伴な
う反鉄道気運ともあいまって、アメリカの民主々義の反撃をこうむることになった。そのため鉄道への払下げの認
可は七一一年以降はもはや不可能となったが、しかし既に認可されたものはその後の横断鉄道の建設の進行につれて
次々に実行され、結局一八九○年頃までの西部鉄道建設はこれによってかなりの刺激を受け、西漸運動は促進され
たＦ
ｏＡ－グ
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図４．．輸入関税率の推移
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土地政策と同様に関税政策においても南北戦争によって産業育成的性格が
強
め
ら
れ
た
。
戦
時
の
関
税
立
法
は
、
連
邦
収
入
に
占
め
る
関
税
の
重
要
性
や
内
国
消
費
税引上の相殺の必要性からみて不可避な措置であったが、関税立法が保護主
義者によって緊急立法として推進されたために、この関税引上は極端な保護
関税となった。図４からうかがえるように、既に極めて多かった輸入関税品
目がやや増加して輸入品のほとんどを含むことになるとともに、関税品目の
平均関税率が五○％近くに著しく引上げられ、一八二○年代水準に逆もどり
し
た
。
し
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し
こ
の
戦
時
立
法
は
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第
一
次
大
戦
に
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た
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ま
で
の
ア
メ
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関
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造
を
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す
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も
の
と
な
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た
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内
国
消
費
税
は
終
戦
と
と
も
に
廃
止
さ
れ
て
い
くが、関税のそれにみあった引下はなかったし、戦時関税が旧来の従価税中
心のものから従避、従価併用のものに移行したとは戦後から九○年代にいた
る物価低下期の関税の実質的引上ともなった。さらに六七年の羊毛及び羊毛
製品関税、六九年の銅関税の立法に計られるように、工業や原料生産者の個
別的利害を直接に反映する個別関税立法さえ強引に成立せられた。
たしかに先の図４のように輸入額中の関税品目の輸入の割合は断続的に低
下していき、それとかなり対応して輸入品全体に対する関税収入の率も九○
年代中期まで低下していくが、これは七二年の茶、コピー、九○年の砂糖等
の収入関税の廃止によるところが大きく、また一部は国産品と競合しない原
１３６
関税率の国際比較1902年(％）
急速に進展することによって、アメリカの経済的自給化が進展することと対応するものであろう。表嘔のようにア
メリカの関税率水準は西欧工業国とは異質であり、ロシアとともに異常な水準であるが、これも当該国の経済的広
がりないし自給性と関税率との関係を示唆している。また保護関税はアメリカでは高賃金保護や独占関税の性格を
ももっていた。後者については別にふれる機会もあろうが、前者は高度の技術によって高賃金の不利を相殺しえな
い工業はもちろん、高度のアメリカ的技術をもつにいたる工業でも少くとも幼稚段階においては重要な意味をもっ
ていた。綿工業はもはやほとんど保謹を必要としていなかったが、南北戦争以後の鉄鋼業、羊毛工業等の発展は少
くとも短期的には保謹関税なしでは十分に説明しえないであろう。全体として関税政策の変化も、経済発展の方向
（６）
に沿ったものであったが、戦争という緊急事態と南部の分離によってドラスティックな変化となったといえよう。
表１５
５
３
９
３
２
１
いずれもイギリスの対u上界輸出額の榊成に
よって加重平均された関税率である。
LLitt1eoT・ScitovskyandMScott，
IndustTryandTradeinSomeDeoeloping
Countries：AComparativeStudy，1970,
pp、１６２－３．
料品の例外的な関税廃止によるものであった。この間連邦財政は好況期には巨
額の戦時公債の償還を行ってもなお余りある収入超過を生み、財政余剰の処理
がしばしば重大な政治問題となったが、その解決は基本的には保謹関税の引下
げではなく、収入関税の廃止によってなされた。このような解決は連邦財政榊
造にゆがみを生じ、財政収入の景気的変動が激化され、好況期の収入超過と不
況期の収入不足が激化され、特に後者はアメリカ独特の金融制度のためにやっ
か
い
な
問
題
と
も
な
り
え
た
。
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、
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、
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物
の
ほ
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ど
を
保
護
す
る
と
いう極めて包摂なものであったが、これは工業の多様化と農鉱業の西漸が戦後
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戦前の銀行制度において中心的意義をもっていた発券の制度は、各州独自の規制による州法銀行制度にもとづい
ていたから、銀行券発行の裏付けや分換方法等の規制も不統一であり、また特に中西部や南部の新開地方では発券
が内部開発のための資本調達の手段として、しばしば州権力によって政治的にも利用され、そのために発券規制も
ルーズになりがちであった。全体としての流通銀行券はほとんど無数の異った、しばしば額面価値の保証のない銀
行券の集合として存在していた。またそのために景気循環も投機的性格が激化され、好況期におけるルーズな発券
銀行の急膨脹による一種のインフレーションと、恐慌ないし不況期における多数の銀行破産や発券の大収縮ないし
銀行券への不信の激化とがくりかえされることにもなった。
もっとも、たとえば一八三八年にニューヨーク州に始まる自由銀行制度の一部にみられるように、健全な公債を
担保とし完備した見換制度をもつ発券制度の確立の努力も特に東部においてなされてはいたが、それはなお部分的
であった。したがってアメリカの通貨制度は、共通の金鋳貨をもつという点では統一されていたものの、発券制度
の多様性のために、実質的にはいわば相互にいりくんだ多数の通貨圏に分裂している状態に近く、憲法に規定され
南北戦争が体制一元化のための戦争であったことは、戦前一元的な規制の欠如していた貨幣制度に対して連邦の
規制の導入を可能にするものであった．しかし伝統的な反独占イデオロギーのために中央銀行に対する敵対感情の
強かったアメリカでは、中央銀行による発券の集中がないままで銀行券の統一を行なうというユニークな方向をと
貨幣金融面での南北戦争期の変化は、短期の問題としては多額の政府紙幣と公債の発行、金本位制の停止等があ
るが、ここでは制度的な変化とりわけ国法銀行制度の問題について、アメリカ金融制度の特徴をとらえるという視
点からやＬ詳細に論」麺。
ら
ざ
る
を
え
な
か
っ
た
。
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ていた連邦の通貨規制権は空文に近かった。南北戦争の勃発はこの通貨の非統一性のもつ矛盾を激化するとともに、
（８）
その解決を促進することになった。グリーンパヅクの発行もその解決策であったが、国法銀行制度の発足による発
券規制の強化と一元化（州法銀行券発行は禁止的課税によってやがて消滅した）も同様であった。
国法銀行券は、発券国法銀行によって現実に発行されるに先立って財務省によって国法銀行に引渡されたから、
発券銀行のネームの差を除いて同一の印章をもち、形式的に同一であったが、また銀行券の価値も最終的に財務省
によって保証されていた。その裏付けとしての発券の担保は、公債担保発行という点では戦前の自由銀行法を受け
ついだものの、財務省に預託される担保公債はもはや州、地方公債ではなくより信用力の高い連邦公債に限定され、
また発券許容額も発券銀行の資本金の限度内で担保公債の額面の九割（一九○○年にこれが十割に引上げられた
が）までときびしい制限がされていた。したがって、銀行券の価値は自由銀行法の場合以上に、発券銀行の信用力
とは独立に、担保公債によって（したがって連邦の支払能力によって）保証されていた。銀行券の財務省による最
（９）
終的価値保証も、このような関係にもとづくものであった。
一面ではこのきびしい発券規定と関連して、全体としての発券総額も制限されることとなった。すなわち金本位
制の停止されていたいわゆるグリーンバック時代、特に一八七五年までは、発券限度は直接に法的に制限されてい
たが、それ以後は発券担保としうる公債の残高や国法銀行の資本金総額の限度の中で、公債市価によってきまる発
（、）
券の収益性によって主に決定されていた。発券規定のきびしさのために国法銀行の発券の収益性はもともと州法銀
行のそれに比して小さかったが、七○年代末から九○年代はじめには公債償還による公債の減少と公債の値上りの
ために発券の魅力はいっそう小さくなり、発券総額も七五年の三四一百万ドル、八二年の三五一一百万ドルから九一
年の一六一一百万ドルに大幅に減少したｐもっともその後は公債の値下りや一九○○年の発券規定の緩和等により大
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（ｕ）
幅に増加するが、いずれにしてｊｂ発行限度が直接、間接に連邦によって規制されていたことには変りはなかった。
こ
の
よ
う
に
国
法
銀
行
券
が
連
邦
信
用
に
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っ
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価
値
保
証
さ
れ
、
発
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額
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と
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に
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邦
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っ
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く
制
限
さ
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て
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た
こ
と
は
、
国
法
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形
式
的
に
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で
あ
り
な
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実
質
的
に
は
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ろ
政
府
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幣
に
近
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存
在
で
（⑫）
あることを意味した。したがって国法銀行券の日常免換の意味は、グリーンバック期は山わらろん金本位復帰以後に
お
い
て
も
、
か
っ
て
の
州
法
銀
行
券
の
免
換
ほ
ど
重
要
で
は
な
か
っ
た
。
も
ち
ろ
ん
私
的
な
銀
行
に
よ
っ
て
発
行
さ
れ
た
銀
行
券
に
は
グ
リ
ー
ン
バ
ッ
ク
の
よ
う
な
法
貨
性
は
与
え
ら
れ
ず
、
銀
行
券
は
国
法
銀
行
の
法
定
準
備
金
と
は
な
り
え
ず
（
た
だ
し
大
部
分
の
州
法
銀行では準備金と認められていた）ニューヨークの手形交換所では決済に用いられなかった（ただし他の地方都市
で
は
用
い
ら
れ
た
）
が
、
他
の
多
く
の
通
貨
目
的
で
は
銀
行
券
と
繕
貨
は
何
の
区
別
も
な
か
っ
た
し
、
ま
た
銀
行
券
が
現
金
通
貨
の
一
部分を構成したにすぎなかったことからこの法貨性の欠如は重大な聞題とはならなかった。したがって国法銀行の
初廟における免換制度の不備も必ずしも重大な問題ではなかったが、この不備も七四年には財譲脅による集中允換
制度の確立によって解消さ池櫻。これによって各地域の銀行券はグリーンパックとの（金本位制復帰以後には金貨
幣
と
の
）
厳
密
な
等
価
関
係
が
経
常
的
に
も
保
証
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
かくて戦前の不統一な貨幣制度は、戦時の財政的必要から発行された無利子の連邦公債たるグリーンバックと、
同じく戦時に発行された利付公債によって価値保証され連邦財霧者の手によって経常的免換の保証された統一的国
法
銀
行
券
と
の
、
両
者
の
併
存
を
い
う
よ
り
統
一
的
な
制
度
に
お
き
か
え
ら
れ
た
が
、
こ
の
集
中
な
き
銀
行
券
の
統
一
は
膨
脹
的
体
質
の強いアメリカ経済と反独占イデオロギーの支配下における問題の解決として興味深い。それとともに、南北戦争
前にみられた貨幣交換業務ないし内国為替業務は不必要になるか単純化され、貨幣金融制度の合理化が達成された。
またこれによって、旧来の発券制度よって激化されていた景気循環の投機性と激動性があるていど緩和されること
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しかし、このような解決は他方でアメリカ通貨金融制度の非弾力性をもたらすことになったといわれる。グリー
ン
パ
ヅ
ク
の
発
行
残
高
は
南
北
戦
争
直
後
の
減
少
を
除
き
ほ
ぼ
全
期
間
固
定
的
で
あ
り
、
実
質
的
に
政
府
紙
幣
的
で
あ
り
多
く
の
部
面
で
グ
リ
ー
ン
パ
ヅ
ク
に
代
替
し
え
た
国
法
銀
行
券
も
、
そ
の
発
行
限
度
が
い
わ
ば
外
的
に
制
限
さ
れ
、
ま
た
そ
の
短
期
的
季
節
的
変
動
（皿）
も制度的に抑制されていた。こういう条件の下では紙幣による現金通貨供給は経済の要求する伸縮性を十分にもら
えず、長期的な経済成長のための成長通貨供給、景気循環的ないし季節的な通貨需要の変動に容易に対応できない。
事実、戦前の州法銀行券に比しての国法銀行券の短期的非伸縮性は統計的にもいらおう砿認され、一般にも注目さ
れていた。銀行券が銀行貸付資産に基づくいわゆる資産通貨的なものから、自由銀行制さらに国法銀行制のきびし
い規制による公債担保通貨におきかえられることによって、発券の統一性と安全性のために発券の弾力性がそこな
われる結果になったといわ挫蕊・
このような非弾力性はグリーンパック時代において特に顕著であり、そこでは不可避でもあったが、金本位制復
帰後における非弾力性が他の金本位国に比して特に著しかったとは必ずしもいえない。今この点についてイギリス
のビール条例の発券規定とのアナロジーをあえて求めると、グリーンパックはもちろんのこと、国法銀行券もビー
ル条例の保証発行に似ている。もちろん国法銀行券には後者ほどの固定性はないが、しかし発券額が外的に制限さ
（巧）
れている点では同じである。他方イングーブンド銀行の弾力的な発券部分（正貨準備発行）は金流出入によって規制
されていたが、アメリカではこれは国法銀行制度の外部で、すなわち財務省による金証券の発行によって行われて
いた。また両国において金鋳貨が流通していたことも同じであった。いいかえれば、中央銀行の存在しないアメリ
カでは財務省が国法銀行とともに発券機能をもち、法貨の金見換の最終責任をもつという重大な制度的差異を別と
に
な
っ
た
と
い
え
よ
う
。
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ま
た
、
ア
メ
リ
カ
の
』
すれば、ビール条例とアメリカの発券制度は機能的にはかなり類似のものであり、したがって通貨供給の弾力性は
金貨ないし金証券の流通によってイギリスとほぼ同程度には保証されており、国法銀行券の非弾力性も金本位制を
きびしく守っていく上では不可避なものであったといらおういいうる。
しかしこの点は、中央銀行の不在と、国法銀行制度によって確立した後述の法定預金準備制度や分散的銀行制度
とによって、アメリカ金融制度には一定の非弾力性があるという問題があり、また何よりもアメリカ経済の体質に
よって通貨金融制度の非弾力性がより強く通感させられるという実体的問題とがあった。
まず長期的な成長通貨供給の点についていえば、実体面の問題と中央銀行の不在と関連する国民的準備金の集中
ないし節約の不足の問題が指摘されよう。
アメリカはイギリスに対して後進資本主義国であるのみならず、急速に開発される西部をもつ新開国であったか
ら、経済膨脹力がイギリスよりははるかに大きく、その通貨信用需要もイギリスより当然に大きかった。一般に後
進国で発券制度がイギリスよりルーズになる傾向があるが、アメリカでは体質的にその要請がより大きかった。も
ちろん通貨供給の非弾力性は金輪入ないし金流出抑制による金貨幣の蓄積によって克服できるが、それは当然社会
的にコストがかかり、資源の一部を成長目的から差引くことを意味するし、また国際的金獲得競争をも激化させう
る。この点は戦後のグリーンパックの処理や特に七○年代末からの銀問題の一つの背景をなすものである。いいか
えれば、銀問題は膨脹的体質をもつアメリカ経済にビール条例的な発券制度を採用した点に由来するとみうる一面
また、アメリカの信用制度における国民的準備金の節約は、ビール条例下のイギリスにかなりおくれていた。ア
メリカの全体としての貨幣制度は、戦争により銀行券では統一が達成されたものの、その他の通貨ではかえって複
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雑化し、主なものでも国法銀行券のほかにグリーンバック、七八年の銀立法によって生れた銀ドルと銀証券、九○
年の銀立法によって生れた財務省証券、七九年の金本位制復帰後の金貨と金証券、これらが併存する状態となり、
イギリスのように単純ではなかった。これには銀立法の影響もあるが、財務省が銀行と別個に「発券」を行うとい
う体制のためでもあった。このうち銀ドルと銀証券は事実上はともかく正式の免換は認められていなかったが、グ
リーンパックと財務省証券には金本位制下では金免換が認められ、そのための準備金も存在した。金証券は金の単
なる預託証券であり、それに対しては発行残高と同額の金準備が、グリーンバヅクのための準備金とは別に、財務
省に退蔵されていた。ここでイギリスと異なる点は、イギリスでは保証発行も正貨準備発行もともに同一のイング
ランド銀行の銀行券であり、したがって金単備も結局は単一の金単備であったのに対して、アメリカでは保証発行
に当るグリーンパックと正貨準備発行に当る金証券とが全く別のものとして存在し、準備金も別々に保有されてい
た点であ麺それは当然国民的準備金の集中による節約の原理に反する。
もっともこの点は、銀立法によるいわば保証発行部分の拡大があった九一一一年までは必ずしも重大な問題ではなか
ったといえようが、その後現金通貨供給の多くの部分が金証券によってまかなわれた時期にも、グリーンバックの
準備金として一五億ドルもの金が別枠で事実上むなしく退蔵されていた事実はむしろこっけいでさえある。第一次
大戦前のアメリカで経済規模ないし銀行預金を含めたいわゆる貨幣供給に比して金準備が他国に比して不当に多か
（Ⅲ）
つた事実は、むろんこれのみでなく銀行制度の分散性や経済構造自身とも関連する現象であるが、〈マ述べた中央銀
行の不在と関連する国民的金準備の分散性によるものでもあった。いずれにしても膨脹体質をもつアメリカ経済が
国法銀行制度の下で必ずしもそれに適合的といいがたい貨幣制度をもち、中央銀行不在により金融制度の不効率が
目だつ点は、一つの問題といわねばなるまい。
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農業においてはその生産が自然条件に制約されるために収穫期は秋に集中し、また秋には農作物取引の増大のみ
でなく、賎民の収入をあてこんだ工業製品の出荷も大きくなる。また農業の生産期間の長期性のために、出来秋ま
では賎民の債務が累菰し、秋の収穫販売代金によって過去の債務の返済と将来の生産、生活資金をまかなうという
パターンが一般的であった。したがって、秋には収穫とり入れや収極の移動のために信用と通貨の需要が大きくな
り、やがて農民の手にかなり豊富な現金ないし預金がたまり、それが以後農民によって消費されることになる。し
かも農Ｉ工の広大な地域的分業のために、東部と西部、南部との間に留易収支の大幅な季節的変動が生じていた。
出来秋には、収穫のとり入れや移動のために西部、南部のみでなく東部からも准大な信用が必要とされ、東部工業
製品の生産と移動のための信用が増大するのみでなく、巨額の農産物輸入の決済贋金が東部や一部の西部の中心地
から西部、南部の農業地方に流出し（いわゆる内陸への貨幣流出）、農業地方における資金と現金の相対的過剰と
特に東部心地における相対的不足が生じることになる。
もちろん、東部の秋の地域的貿易収支の赤字はあるていどは資本収支の黒字によって決済されえた。農民の東部
に対する債務の返済もそれであるが、また農民の手に入った農産物代金が農業地方の銀行への預金となり、その資
金が東部のコルレス銀行への預金や－－１１ヨーク市場へのコール資金となりえたからである。事実地方銀行の－－１
（皿）
１ヨーク金融市場への預金ないし貸付は秋に一年間のピークとなる傾向があった。しかしこれらの資本収支による
た
め
で
あ
る
が
、
こ
れ
は
』
存在するためであった。
しかし通貨供給の非弾力性として一般に注目されていたのは、こういう長期の問題よりむしろ季節的その他のよ
（釦）
り短期の問題としてであった。季節的非弾力性が問題となるのは経済実体の通貨信用需要の季節的変動がはげしい
ためであるが、これは根本的にはアメリカ経済における農業の比重が高く、また農業と工業の広大な地域的分業が
144 貿易収支の決済は部分的であったし、東部の逼迫はこれで十分には緩和されえなかった。広大で人口稀薄な農業地
方では銀行便宜の普及がおくれ、農民の間で現金取引や現金の一時的退蔵の慣習が強く残っていたために、ニュー
ヨークから内陸への現金流出は必然的に銀行制度から一般流通への現金流出を伴うことになったからであり、信用
制度への圧力はこの面からも強められた。
このような秋の状況は収痩期の終了とともに変化する。地域的貿易収支が逆転し、一三１ヨークへの内陸からの
現金還流が生じるからであり、また農産物の在庫の減少により東部や西部の一部中心地の銀行にとって在庫金融の
負担が減少するからでもある。ここでも東部の地域的貿易収支の黒字は、工業から農業に対する信用販売、農民の
東部からの信用の受け入れ、農業地方の銀行のニューヨーク残高の引上げ、さらにはニューヨークのコルレス銀行
（理）
からの借入れ等を通じて、資本収支によって相殺されることはあるが、基調そのものには変化はない。またニュー
ヨークへの漸次的現金還流は外部から銀行制度への現金還流を意味する。こうして一三１ヨーク銀行の現金準備は
増加していき、東部の金融緩慢は商業活動の一般的沈滞のみられる夏に頂点に達し、やがて出来秋の資金不足へと
つながっていくことになる。
そこでこのような季節的現金移動を二○世紀初頭の統計によって確認しておこう。もっとも、農業の経済的地位
の低下、現金取引の減小ないし小切手取引の拡大、全国的貨幣市場の整備や交通通信面の改良による資金移動の弾
（四）
力化等によって、この季節的現金移動は長期的に減少していく傾向にあり、南北戦争直後にはここに図示するより
変動は大きかった。ともかく、図５の現金移動はニューヨークと他地域との間の純移動で、しかもニューヨーク手
形交換所加盟銀行を通じてなされた部分のみであるから、ニューヨークの純移動全体ではないが、季節的。ハターン
は明瞭であろう。これは主に農業地方との間の移動によるものであり、全体の。ハターンは農業の季節性に由来する
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図５ニューヨークの現金移動と金融の季節的変勤1890-1908年(月平均）
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表１６国際収支と国内貨幣移動1900-13年(月平均，百万ドル）
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貿易収支では出超が，資本移動では輸入が，金移動では輸出がそれぞれプラスで
あり，ニューヨークの貨幣移動では流入がプラスとしている。なおニューヨークの
貨幣移動のみは1904-08年の平均である。
(1)(3)はＣＡ．Ｅ､Goodhart,ｏｐ・ict.，ｐｐ､４２－３
（2)はP､DDickens，TheTransitionPeriodinAmericanlnternationalFi．
､ance,１８９７ｔ01914,UnpublishedDissertation，GeorReWashinRtonUniser‐ 
sity,1933,AppendixAの発行統計より算出。
（5)はＫｅｍｍｅｒｅｒ,ｏｐ,Cit.,ｐｐ７７．７９より算出。
（艶）
ところが大きかった。この現金移齢響と主
因として一一ニーョークの市中銀行の轄陶
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の
内
陸
と
の
間の現金移動は、当然に圃録犀的な貨幣移
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表１７三中心地の利子率の季節的変動1900-13年(月平均，年率％）
:鞠議革隣
．Ⅱ□刀凸に
４Ｆ。ｌＺ－卍 r1 
L｣ 
９月Ｉｌｇ
シカゴのみは1902-13年の平均である。
Ｃ､Ａ､E･Goodhart,opcit.,ｐｐ､63-5,TabIe6・シカゴはibid・DAppendix
Dより算出した。
動によって相殺されうるとも予想されるか
ら
、
そ
の
点
に
も
ふ
れ
て
お
こ
う
。
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
クは国内と外国との間の商業的、金融的結
節点であり、アメリカの輸出における農業
の重要性からみて、一ニーョークは秋には
一方で内陸との間の貿易収支の赤字をかか
えながら、他方で外国に対する貿易収支の
季節的黒字をもっと考えられる。
事実表超のように、対外貿易収支は秋から
初冬にかけて黒字が大幅に増加している。
もしもこの貿易収支の変動が金移動によっ
て決済されたならば、ニューヨークの対外
金移動は対内貨幣移動を大幅に相殺しえた
はずである。しかし事実はこの表のように、
金の対外移動の変動は対内移動のそれに比
して余りに小さく、部分的相殺以上の意味
は
も
た
な
か
っ
た
。
このことは貿易収支の季節的変動が資本
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148 移動のそれによって大幅に相殺されていたことを意味する。事実、ラフな統計ながら同じ表逓の証券発行による資
本輸入純額（外国でのアメリカ証券の発行額からアメリカでの外国証券発行額を差引いた額）は年の前半に集中し
ており、年後半には純額はほとんど皆無とな嘘）貿易収支の季節的変動はこの長期資本移動の一項目によって大幅
に相殺されている。同様のことは短期資本収支でも十分にありえた。しかも興味あることは、利子率の季節的変動
をロンドンと比較してみると表Ⅳのように、ニューヨークが一般にロンドンより高金利であり、両者がかなり似た
季節的変動を示しながらも、年の後半特に秋から冬にかけてロンドンに比して－－１１ヨークの金利差の拡大がみら
れる。まニューヨークと西部の中心地シカゴとの比較では、商業手形割引レートしか判らないため季節的変動は不
明瞭だが、一般にシカゴが一一ユーョークより高利で両者が類似の季節的変動を示すうちで、両者の金利差が秋に縮
少する傾向があり、この点では一一ユーョークーロンドン間とは逆の関係がみられる。中西部から東部への資本移動
は収穫代金の入金直後に多く生じ、この事実がこの時期の上の表に示した限りでのニューヨーク金利のシカゴ金利
への接近と対応しているのに対して、ニューョークーロンドン間では金利裁定的資本移動が十分に生じえなかった
という点が問題となろう。
この対外資本移動の季節的な金利差に対する鈍感さはおそらく二つの要因による。一つはロンドンで特に顕著な
。ハンクレートの特殊な規制力であろう。ロンドンにおける証券発行はバンクレートによって影響を受けるが、両者
の関係はリーーアーなものではなく、。ハンクレートがある一定水準にいたるまではかなり寛大な対外貸付が行われる
が、一定のレートをこえると特に長期証券発行は事実上停止されるという傾向があった。これはマーチャント零ハン
カー等の発行業者の長年の経験にもとづく慣習のためであろうが、この一定レートは二○世紀初頭では四％、一八
六・、七・年代ではそれよりや』高率であったと思わ蕊・そしてロンドンでは農産物輸入増加で入超の大きくな
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る秋には金融が相対的に逼迫し、バンクレートがこの水単をこえることが多く、そのことがアメリカとイギリスの
金利差に無関係にロンドンの資本輸出が秋に中断される結果となったといえよう。類似の金利の機能は短期資本移
動
で
も
全
く
な
か
っ
た
と
は
い
え
ま
い
。
もう一つの、短期資本移動にとってのより重要な問題は、国際的資本移動が金利裁定のみでなく為替の季節的裁
定取引としても行われていたことであ諭』金本位制の下においても為替相場は金現送点の粋内では自由に変動する
が、その変動幅（金現送点の間隔）は一一○世紀初頭で平価の一％程度はあり、時代をさかのぼるにつれてその幅は
大きくなり、一八八○年代はじめではおそらく一・五％、南北戦争前になる一八五○年頃で約三％、一八三○年頃
（配）
で五、六％程度だった。この粋内での為替相場の変動は主に農産物による貿易収支の季節的変動によって生じたが、
二○世紀初頭では九月ないし十二月を中心にポンド為替が安くなり、それ以後ポンドは上昇し、六月にピークになる
というパターンがみら犯虐・これはほぼ規則的に生じるからあるていど予測可能であり、金本位制への信頼のため
に為替相場が金現送点の粋をはみ出さないという期待が強かったことともあいまってこの季節的変動をみこした為
替の裁定取引が盛んに行われていた。例えば、ロンドンでの短期借入をもとにして、泰ないし夏に一三－ヨークで
ポンドを高値で売り、秋の農産物輸出期の安値のポンドを買ってロンドンでの先の借入を返済することによって、
数ヶ月で一％近く（年率では二、三％）のマージンを入手しうるからである。この裁定取引がさもなくぱ生じたで
あろう金利裁定取引を抑制し、ニューヨークは秋の貿易収支の大幅黒字と対ロンドン金利差の拡大にもかかわらず、
しばしば短資の流出を経験することになり、さもなくぱ生じたであろう多額の金流入が大幅に抑制されることにな
った。いうまでもなく、アメリカ国内の内国為替では金現送は必要でなく、銀行券や政府紙幣の現送が可能であったか
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ら、内国為替相場の変動はきわめて狭い範囲内に限られており、為替の季節的裁定は金利裁定取引を大幅に制限す
るほどの意味はもたなかった。短資移動のこのような内外の非対称性こそ、ロンドン市場において顕著な金利の特
殊な機能とともに、秋の一三－ヨークの内陸への現金流出を外国からの金流入によって十分に相殺させなくしたの
であった。そしてそのためにも一三ｌヨーク金融市場は秋のアメリカの金融市場全体の逼迫をきびしく受けること
になり、春夏には金融緩慢を最も強く経験することになった。先の表Ⅳのように、ニューヨークの利子率の変勤は
ロンドン、シカゴのいずれよりも激しかった。一三１ヨークは西部とイギリスの中継地でありながら、金融的にそ
（列）
のしわよせを両方から押しつけられる地位にあったのである。
ニューヨーク市場に集中的に生じる金融の季節的変動は、根本的には右に述べた一般的経済構造と金本位制のメ
カニズムに由来するものであったが、それが国法銀行制度の下で短期的により非弾力的となった発券制度によって、
制度的に激化されることになったといわれるのはうなづける。また法定準備率制度によってもそれが制度的に強め
られる面もあったであろう。さらに中央銀行が行いうる狭い範囲の裁蛍的政策を前提すれば、中央銀行の不在は他
国に比してこの面での制度的硬直性の一因となりえたともいえ異廻。
しかしここでも次の点は忘れえない。中央銀行の裁壁的政策も、金本位制の制約の下で実体面に規定された金融
の季節的激動を緩和することは容易ではない。また戦前と戦後との比較でいっても、戦前の銀行券発行の弾力性な
るものは、先にふれたように特に内陸銀行を中心にして銀行券の金見換が制度的に保証されていなかった以上、い
わば過剰なる弾力性というぺきものであった。そこでは平常時における季節的弾力性は国法銀行券よりは大きかっ
たとはいえようが、景気循環過程における過剰な弾力性はむしろ金融過程に重大な混乱を与えたといえよう。国法
銀行制度のきびしい発券規定はその混乱を除去するために生じたとみるぺきであり、発券の非弾力性はインフレ的
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体質をもっていたアメリカ経済を統一的通貨圏としてリジットな金体位制の下に処理しようとしたことから生じる、
多くは不可避な結果だったというぺきだろう。あるていどは法定準備率制度も同様であろう。また歴史的事実とし
ては、金融の季節的変動が戦前に比して戦後に強まったとはいえないようであり、これは制度的変化よりも実体的
変化の方がより重要だったことを意味するものである邇一
いずれにしても、一元的規制の困難な巨大な経済領域、膨脹的な経済体質、大衆民主々義の政治体制は金体位制
的規制を必ずしも十分には受け入れにくい性格があり、そういう体制の下で生じる混乱を回避するには、南北戦争
の好機を利用してきびしい制度的な規制を行なうことが必要だった。国法銀行法の藷規定の多くはこういう背景な
しでは十分には理解できない。そしてこうして出来た制度の下で、経済に占める農業の重要性や国際金本位制にお
けるアメリカの地位等の問題をもつアメリカでは、全体位制による処理はイギリスより困難な面があった。しかし
金本位制を前提とした制度改革の余地が限られていた以上いわゆる金融制度の非弾力性の多くは、そういうアメリ
カに統一的金本位制を課していく上で生じる不可避な結果とみるべきであろう。
さて、これまで国法銀行制度の成立について、銀行券発行の統一と通貨金融制度の非弾力性という点に関して論
じて来たが、以下は一面ではその点とも関連はするが、国法銀行制度の他の側面についてふれておこう。
国法銀行制度の他の特徴は、銀行設立条件ないし業務規定の厳格化と、その一部でもあるが法定準備率制度の確
立の一一点である。先ず前者から述べよう。
国法銀行法は多くの州に採用されていた自由銀行法の株式銀行設立における準則主義の原則を採用し、連邦レベ
ルで銀行設立を個別立法によらない自由なものにしたが、同時に自由銀行法にみられた制限規定を受けつぎ、かつ
いっそう強化した。第一は支店銀行の事実上の禁止である。一九世紀前半には中西部や特に南部を中心に、多くは
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州内に限定されてはいたが支店銀行の発展がかなりみられ、当時スコットランドに次ぐ支店銀行制の国とさえいわ
れていたが、自由銀行制は本質的に単一銀行を意味し、国法銀行法もそれを受けついだ。南部の銀行制度の戦争に
（謎）
よる崩壊も加わって、南北戦争は単一銀行制度を支配的にした。
第二は特に農業地方銀行に不利な制限規定である。一つは銀行設立条件としての最底資本金規定で、六四年法で
人口五万以上の地域で二○万ドル、六千人以上の地域で十万ドル、六千人以下の地域で五万ドルとされた。この農
村地方の小銀行設立に不利な規定は、一九○○年に人口三千人以下の地方での最低資本金が二・五万ドルに引下げ
られるまで、緩和されなかった。もう一つは不動産抵当貸付の禁止規定である。これはアメリカで伝統的なはげし
い土地投機と国法銀行との直接的関連をたっものとして、都市銀行の発展にも影響を及ぼしたが、農業金融の重要
な一部門であるこの業務を個人銀行や州法銀行にゆだね、また八○年代のモーゲヅジ・カン。ハーーーの族生をも促し
た。最後に、国法銀行制度の成立によって州法銀行券発行に対する禁止的課税が課され、国法銀行券発行の収益性
が旧来の州法銀行券のそれよりかなり低くなったことも、農業地方から銀行便宜一般を奪うものとして批判の的と
（弧）
なった。たしかに発券の魅力の低下は、発券の役割の大きい農業地方の銀行の収益源泉の一つを奪曉うことによって、
州法銀行、個人銀行を含めた銀行設立を抑制した面があったろう。しかし歴史的事実としては、南部を除いて、南
（弱）
北戦争前後で農民の銀行便宜が少くなったとはいいがたく、この点を一面的に強調することはできない。
第三に、金融中心地、工業地方の銀行に関係ある業務規定としては、証券業務の制限と一企業当り貸付の制限と
があった。前者は明確な法規定のみでなく法の解釈ないし運用によっても規制されていたが、公債、社債、株式の
順に規制がきびしくなり、株式については一般には投資さえ否定されていた。しかしこれはしばしば無視されたり
（調）
抜け道があり、実質的制約は大きくなかった。｜企業当り貸付制限については法的に明記されており、個別銀行は
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これらの規定は国法銀行制度を一方で単一銀行制化し、他方でいわば健全銀行主義に徹せしめる方向のものであ
ったが、まさにそのために銀行制度を複雑化し分業化させることになった。州法銀行は国法銀行成立直後には国法
銀行に転換していったが、やがて種々の州法銀行が濃生した。これも発券の意義の低下と右の制限規定のためであ
った。ただ、にもかかわらず、国法銀行が銀行制度の中心的存在たることは否定されず、いわば健全銀行主義にも
とづく中核部分が形成されたことは否定できない。
法定蝋備率制度が国法銀行制度のもう一つの特徴であった。具体的には、国法銀行をその所在地によって三分類
し、中央箪備市として一三１ヨーク（一八八七年より旧準備市のシカゴ、セントルイスが加わる）、準備市として
その他の一七都市、およびその他の地方とに分け、それぞれ預金に対する異なる率の準備金の保有を義務づけた。
中央準備市の銀行では、金融市場における中心的地位のために、準備率は最高２一五％とされ、しかも法貨、正貨
のみの現金準備に限定された。準備市銀行も準備率は一一五％と変らないが、その半分（預金の一一一・五％）までは
中央準備市の国法銀行への預金で代用しえた。地方銀行では法定準備率も一五％と低く、そのうち五分の三（預金
の九％）までは中央準備市準備市の国法銀行への預金で代用しぬ轌・
このような法定準備率制度は、比較的最近に現代的金融政策の手段として各国が採用するにいたるまで、アメリ
カ独自の制度として金融史上三一ｌクな地位を占めていたが、国法銀行法の他の規定と同様に既に部分的に存在し
ていた先例を連邦法としてうけついだという面はもっていた。ニューヨークでは法的規定はなかったものの、二二
その資本金の十分の一以上を真正商業手形以外の形で一企業に貸付けることが禁止されてた。この制限は、支店制
禁止規定ともあいまって、産業集中に対する国法銀行の適応力を失わせ、商業手形市場の発展をも促進することに
なっ函。
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－ヨーク市中銀行が信用制度の頂点に立ち、金融逼迫時ないし恐慌時における最後の貸手たる役割を事実上背負わ
されており、中央銀行不在のもとで財務省とともにいわゆる中央銀行機能を分担していた関係上、五七年恐慌後発
券と預金の一一○％に及ぶかなり高率の準備金をもつことを自主的に協定し、六○年にはこれが二五％に引上げられ
ていた。また広大な領域内における交通通信技術の未発展のために、また各地の銀行にとって一三－ヨーク市場か
らの借入便宜の少なかったアメリカ金融市場の特徴のために、中心地以外の銀行もかなり高率の準備が必要とされ
た面があり、マサチューセッツ等数州で、戦前に銀行債務に対する一五％から一二三％の準備金が法的に義務づけら
れていた。最後に国法銀行法の法定準備率の水準は当時の全国の銀行の準備率より平均的にはむしろ低かったので、
（鋤）
この規定によって現実に準備金の積み増しが生じたとは必ずしもい』えなかった。
しかし国法銀行法によって国法銀行全体に法定蠣備制度を確立したことは、当然に幽備率に異なった役割を与え
ることになった。以前には全体としては準備率は現金準備と銀行信用の間をルーズにつないでいた指標にすぎなか
ったが、今やその関係は厳格化された。法定準備金は例外的条件においてのみそれを用いることのできるものとし
て、平時においては用いることのできないいわば死蔵金となった。また、国法銀行法成立後の金融市場一体化の傾
向や預金通貨による現金通貨の代位等によって、準備金特に現金準備は節約される方向にあり、現実にも銀行準備
率は低下傾向を示し法定準備率の水準に接近していったが、法定準備率は後には必要以上の準備率を恒久化するこ
とにもなりえた。いずれにしても、この制度は銀行の最終的な支払能力の保証という安全性の強調の反面、先に述
べた金融市場の非弾力化をもたらしたことは否めない。
この法定準備率制度はまたニューヨーク金融市場の構造的特徴をいわば法的に追認することにもなった。この制
度が地方銀行や準備市銀行の法定準備の一部としてコルレス銀行への預金バランスを認めたことは、既に存在して
155南北戦争とアメリカ経済
いたニューヨークを頂点とする銀行準備金のピラミッドを追認することを意味したが、また国法銀行に対して常時
には払い出しえない法定準備の上に追加的二線準備の保有を事実上義務づけた点も同様であった。これらの特にニ
ューヨーク残高は、アメリカ金融市場の季節的その他の変動のはげしさの故に多くは短期運用しか許されないもの
であったから、ニューヨーク市場独特のコール市場での直接間接の運用を必然にし、この点で国法銀行法は銀行制
度の流動性拠点としての証券担保コール市場の事実上の追認をしたといえ」弛・
もちろん、銀行の一一線遁備や銀行間資金融通の他の形態は存在した。一つは公債であるが、しかしこれは短期的
な二線準備としてはより適当でなく、その上連邦公債は南北戦争で急増した後に、ほとんど慢性的な財政余剰のた
めにかなり急速に償還されていき、残るものも銀行券発行の担保や財務省余剰金の国法銀行への預託の担保やさら
には外資流入の手段として用いられたので、概して品薄気味であった。
また、銀行間の借入ないし手形再割引の便宜も存在していた。しかしこれはアメリカの地方銀行にとっては、中
心地の銀行とのコルレス契約の一部としていわば個別的信用関係にとどまり、公開の市場としては存在しなかった。
実際にもそれは主に地方銀行にとっての季節的信用需要の部分的充足の機能以上の意味はもたなかった。これを最
も広く利用したのは南部の地方銀行であったが、それは南部の経済構造がモノカルチァー的であり、また南部の銀
行便宜が特におくれていて現金取引の部分が特に大きく、それらの結果南部の信用需要の季節的変動が特にはげし
かったことによるものと考えられ、また一面では後述の手形市場の発展で南部がかなりとりのこされていたことの
結県でもあったろう。いずれにしてもこのルートを通じる銀行間の直接の資金融通関係は副次的意味しかもたなか
っ（樫。最も重要なものは商業手形市場の発展であった。手形市場は国法銀行制度によって確立した単一銀行制度の必然
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しかしこの手形市場はイギリスのように金融制度の中心的存在となりえないという限界があった。第一にその規
模である。一九一四年で公開市場を経由する手形の総取引額は過大にみつもっても年二○億ドルであり、手形サイト
を考慮した一時点ではせいぜい八億ドルとされており、証券担保コール市場の規模が少くとも十億ドルとされるこ
とからみて、コール市場の戯的優位は否めなかったｐ手形市場の発展テンポはコール市場より急速だったと考えら
（伯）
れるから、時代をさかのぼるにつれて両者の差は大きくなる。第二に手形市場は地方間の資金需給の調整者として
機能していたとはいえ、イギリスの初期にみられたような銀行間の公開市場ではなかった。手形プローヵから手形
を購入するか、または手形ディーラーに短資を放出する者はほとんどは商業銀行や貯蓄銀行であったが、公開市場
に手形を放出するのは銀行ではなく、主に大企業ないし中堅企業であった。ここでは銀行が手持ち手形を再割引に
出すことによってその準備金を補充する道はほぼふさがれていた。またそれゆえに、公開市場手形はコールローン
に比して流動性に欠けるとみられていた。
もっとも手形市場から銀行が購入する手形は満期調整により二線準備としての槻能をもらえた。しかも手形ネー
ムが概して優良のものが多かったから、その手形の支払能力は比較的良かった。特に一九○七年恐慌の折には手形
的補完物としてこの地域間資金融通の機構として発展したが、南北戦争後にはそれまで東部にかなり限定されてい
たその領域を漸次西部に拡大していった。それは長期的には発展的な西部に対する東部からの短期信用の供与とい
う役割をもち、また東西間の季節的信用調整の意味をももち、総じて短期市場の全国的一体化を促進した。また先
述のように手形市場の発展は国法銀行法による単一企業への信用供与の制限の結果でもあり、特に短期信用依存の
大きい産業部門にとって、企業規模の拡大による信用需要の巨大化を多地域の多数の銀行との関係によって克服す
るものでもあっ樫。
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市場から購入していた手形の満期支払による流動性は高く、コール資金よりもその点ですぐれていたといわれ、こ
の事実が以後の手形市場の急速な発展の一因だったとされている。しかしこの点については次の限定が必要である。
恐慌時の公開市場手形の流動性が維持されたのは、少くともその一因は、企業が公開市場手形の支払を、地方取引
銀行からの借入または企業間信用にふりかえることによって行ったためであった。それが可能であったのは、企業
が手形市場から借入れる場合には、多くの場合その取引銀行に緊急時にそなえての一定の借入枠を残した上でそう
していたからであった。いいかえれば、公開市場手形のこの意味の恐慌時の流動性が可能だったのは、その他の信
用機構に、したがって究極においては一三－ヨークのコール市場にしわよせすることによってであったのであり、
手形市場はコール市場を代位するものではなかった。これらの点からみて、アメリカの手形市場の存在はコール市
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このような証券担保コール市場の中心的地位は、おそらく一つはニューヨーク金融市場の激動性と最後の貸手た
る中央銀行の欠如とに由来するものであろう。先に季節的変動の問題として述ぺたように、一三１ヨーク市場は本
来的に激動的であったが、このような条件には手形市場よりも証券担保．Ｉル市場の方がより適応的であったろう。
証券市場の中心たる株式市場では手形市場と異なっていわばその取引商品の価格変動が大きく、したがってまたそ
の取引のためのコール資金の金利もより変励的となりうる。このコールレートの激動とキャピタル・ゲインないし
キャピタル・ロスによる証券担保コール市場の資金調整能力は、当然ながら手形市場のそれより大きいであろう。
また、コールローンの担保として提供される証券には、当然に一定のマージンが考慮されるから、逼迫時の証券値
下りが一定範囲である限りコール市場に及ぼすその影響はこの点では制限されている。さらにコール市場が証券発
行のみでなく単なる証券流通市場とも関連していたことは、おそらく実体面の蓄積過程との関連を商業手形市場の
158 場合よりも短期的にはより稀薄にしていたのであろうから、手形市場の激動よりもいわば実害が少なかったといえ
よう。金融市場の中心部分がいわば「投機」によって負担されていたこの制度は、すぐれてアメリカに適合的な制
度だったというぺきであろう。
もちろん、コール市場といえども特に恐慌期にはその流動性がそこなわれるという事態はありえた。それは最後
の貸手としての中央銀行の欠如という体制によって激化された。ニューヨーク市中銀行と財務省とが中央銀行機能
を事実上果したことは事実であったが、それは必然的に不完全であった。恐慌期の貨幣不足を外国からの金流入に
よって緩和するということも、ヨーロッパと距離的にも時間的にも隔絶していたアメリカでは当然に一定の制限が
あった。こういう状況の下で手形市場が金融市場の中心になっていたとすれば、それは実体経済により大きな負担
を課すことになったであろう。また最後の貸手が体制的に十分に保証されていないところでは、銀行による手形の
再割引放出はいかにも危険な慣行とみなされたであろう。アメリカの手形市場の限定された発展と証券担コール保
（頓）
市場の優位はこのようなアメリカ的体制との関連なしには十分に理解しえない。いずれにしても、国法銀行制度が
中央銀行の再建をなさず、その他の面で信用制度の非弾力化をもたらしたとすれば、それはこの点でも伝統的なコ
ール市場への依存を高めるものとなった。
かくて、銀行間金融市場の構造という側面での国法銀行制度の影響は必ずしも大きいものとはいえない。それは
根本的構造を変えなかった。手形市場は国法銀行法の制約を緩和する方向でその発展を促進され、短期市場の一体
化という点では重要な役割を果した派、信用制度の流動性拠点としてのコール市場を代位できなかった。逆に国法
銀行制度はコール市場を制度的に追認し、それに対する依存をむしろ強めたというべきだろう。
全体としての国法銀行法による金融制度の変化は、銀行券の集中なき統一という点が最も注目すべきものだった。
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それは紙券通貨の統一とは必ずしもいえなかったが、戦前のいわば非統一的通貨圏の統一をは意味した。それによ
っていわば銀行券発行の過剰なる弾力性が抑制され、いくつかの問題をぱもちながらも、かなりは一元的統一的通
貨制度の必然的産物たる非弾力的要素が強化された。銀行制度としては、銀行制度の中心部分を連邦管理によって
健全化したが、そのために広汎な周辺部分を残して制度としての統一は達成しえず、また全体として銀行制度の分
散性をむしろ強めた。法的準備率制度は準備率の信用調整における役割を強化し、安全性の反面として制度の弾力
性をそこなう面を生じた。国法銀行法は銀行間金融市場に重大な制度を生じたともいえない。最後にこの法律のア
メリカ経済発展に及ぼす影響は必ずしも明確にはいいがたい。おそらく全体としては金融制度の健全化を通じて景
気循環の投機性を抑制し、以前の制度の不合理な側面を全体としては減少したといえるであろうが、これは一面で
は経済発展段階によって要請されたものであったろう。
いずれにしても、南北戦争による変化としては政策上の変化はかなりの重要性をもつものの、戦争による経済実
体の変化の方がより重要な意味をもっていたであろう。戦後の蓄積はそれを歴史的前提として進行することになる
が、次の課題はその過程の素描である。
（２）これは一九○○年までの農場面積の増加に占めるホームステッド法による処分（五年定住後の最終処一
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る
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（３）当時の．ハイオニァ農民の非定住性と土地投機の問題については、特にシ・の・団ＣｍＥの》句８日勺『四一１のｓ
ｏ冨已白１画を参照。
Ｂ⑪をみよ。
（△４）】ワゴ』。。、弓四つ・鱒
（１）以下も含めて土地処分についての癖窟酩は、特に註記しない限りは、例えばＦ・向・園目のｍの〔・回－．．８．，－斤・・弓・樟（ごＩ
（五年定住後の最終処分）面穣の比率で
○．『曰くの岸』凶の、漢
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（５）土地払下げを含む鉄道援助政策については○の。。□己目》の。『①『ゴョ目［勺『目】・［】◎口。［鈩日の１８コ。：四一⑪目色詞昌一．
８且⑫》】垣９．．冨已・ｍｌ『拙稿前掲論文Ｈ八六－八九頁を参照。
（６）南北戦争から一次大戦までの関税政策については今なおタゥシヅクの次の著轡がすぐれている。司・三・日目協曰叩内目の
自肖簾冨の［。ご◎【目のロ冒巳⑭［胃のの》函冒『のぐ賦巴の曰二．厚田［目。冨己・閂ｌ己（長谷田泰一一一安芸昇一訳『米国関税史』
昭和十一一一年第一一部一’九章。
（７）国法銀行は一八六三年の国法銀行法によって生れるが、国法銀行制度が本格的に発展するのは、むしろその修正法であ
る六四年法と州法銀行に対する十％の禁止的祖税を課した六五年内国収入法以降のことである。その後も法律の修正はあるが
以下の本文では法律内容については定藩した法規定と重要な修正点のみを記するにとどめる。
（８）以上の戦前の発券制度を含む銀行制度については次のものを見よ。国・田目目・日・切目肝：二勺。一一二８】ロレロ】の１８．
句ＨＣ日岳の宛のく。］巨二◎二８岳の○コ一一罰二四『・巳田》富・の．旨く⑰『のご目戸のＺ①蛍「ＫＣ『丙冨○口⑤忌冨ロ『戸の［》ぐ。］・』。。【一ｍ旨“。。
□のｄの】：日の目ご巴》Ｃ冨已・ぐ聿可・○］、日の⑩蕾。『Ｃ誤「晋。｛○国８，．国：六ｍ・ぐ。－．』・同日日呉ゴの邑田『の．芦臼①Ｉ」沼①．】①患》
なお、ついでに付言しておけば、公債担保発券制度一般が健全通貨を意味したとはいえない。自由銀行法による発券担保は
多くは州債であり、新開州が内部開発のプロモーターであった限り州憤の価値はあやしいものが多く、特に恐慌期、不況期や
政治的混乱時にそうであった。
（９）以下を含めて国法銀行制庇特にその発券制度の問題については次のものを参照されたし。旨・●・筥望の『⑪》・ＰｎＦｎ冨己・
旨率甸．○］凹日の⑫．８．９Ｆ．Ｃ富ロ・ロ》句・丙巳一一ｓ》月豈のｇｏ亘冒碩・〔シ日の１日目切目丙冒、》三目：９国のロの雪男・Ｐ
］霞Ｃｌ】①ご》】②９．，冨己・滉冒小野英祐「連邦翠備制度の成立」Ｈｐｐ四、立正大学経済学会「経済学季報」二○巻一・二
合併号（一九七一年一一一月）、二一巻一一一・四合併号（七二年十月）、一一一一巻一・一一合合併号（七三年一月）、同三・四合併号
（同一一一月）。なお小野教授の諸論文は本稿のこの部分を書く上で大変参考にさせていただいた。
⑰）一次大戦までの全期にわたり発券額が担保となりうる公債の残高や国法銀行の資本総額によって直接に制限されること
は全体としてはなかったといわれる。一九○五年前は資本金総額の方が適格公債残高より少なく、その後になると逆になるが、
いずれかによってきまる発券限度額に対する現実の発券総額の比率は、一八九○年で一一○％、一九○○年で一一八％、一次大戦
□のｄ２ｏご日のご庁。
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の折には八○％だった。発券性の具体的数童的検肘には困難があり、現実の発券総額が収益性と厳密に対応して変化したか否
かは必ずしＪｂ確定的なことはいいがたい。昌・句昌の目】目□且シ・］・ぬ、ヲ園１Ｎ．シ旨目の国『］目⑫８『『。【島の己昌［日切画，
（２。】②。『ｌ』や⑤Ｐ岳＆〕ロロ・』四１←
国法銀行券発行の収益性についてやき具体的にふれておくと、発券が公債額面の九割ないし十割であったことは、一般に公
債市価が額面より高かったために、許容発券額を担保公債購入代金よりかなり少ない額に限定することになり、両者の差額分
の貸付から得られる利子を放棄することを意味する。もちろん、発券銀行は公債利子をかせげるわけであるが、他方では発券
に伴う事務的その他のコストがあり、また発券に対する一％の連邦税もあった。これらは確定しえないが、発券コストを一定
とすれば発券の収益性は公債の価格ないし利廻りによって決定されたといえよう。
また戦前の州法銀行券の収益性との比較についていえば、そのうちで最も健全なものの一つであった一一ニーョーク州の発券
規定の大略は次の如くであった。発券担保は、農業地方で許される不動産抵当貸付を別とすれば、辿邦公債とそれより安価な
ニューヨーク州償がいずれも額面まで認められ、また資本金による発券制限はなかった。梵換は療隔地のそれ健銀行券額面の
四分の一％のディスカウントが許され、後述のような国法銀行の額面での免換よりも銀行のコストは小さかった。発券に対す
る噸備規定は当初はあったが、すぐに廃止された。これらの点からみて、国法銀行券、特に一九○○年の改正前のそれに比し
て発券の収益性が高かったことは明らかであり、より不健全な州法銀行券は余計にそうであったろう。以上については、富・
の・言］の『⑰．８．，－（・・目，鴎ｌ②出甸・用の二一局云亨。ごロー【．．：．どのＰ】】Ｐ扇凹を参照。
（ｕ）閏の８１８－の臼房胃・后９．ごロ・霞②Ｉ。
（、）この点は国法銀行券のもつ矛盾である。なおこの点と関連して、しばしばいわれる次のような主張、すなわち国法銀行
の公債担保発券制度が公債市価の支持によって戦時公債の発行条件の悪化を防止し、全体として連邦財政に貢献したという主
張の一面性を指摘しておこう。国法銀行券が発行される限りはグリーンパヅクの発行と実質的には区別がないのであって、財
政目的からいえば、利付公債発行１１国法銀行券発行というまわり道をするよりも、直接にグリーンバックという無利子の公
債を発行する方が安上りであることはいうまでもない。また国法銀行券の収益性がいかに低いとはいえなおそれがプラスであ
る限り、連邦収入をなりうる発券の利益をその部分だけ私的銀行業に譲渡したことを意味し、その点では国法銀行への補助金
ということもできる。もちろん旧来の州法銀行券との比較では国法銀行券は連邦財政に貢献したとはいえるが、しかしグリー
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ンバックとの比較ではそうではない。この点については次のすぐれた文献を参照。の。Ｚ①３８日す．』Ｃユニ８－局闇ヨョ臼一目
。【◎貝国目。、一四一勺Ｃ二ｑ自己ロ、こ】の⑩○コ吾の『三扁呂の】］】。Ｐ］ｍａｎ冨己・自．
（咽）国法銀行制度のはじめには、地方銀行券の東部中心地での経常的見換が完全には保証されておらず、当時内陸から一三
１ヨークへ通貨が大量流入する季節に、流入通貨のうちで一ニーョークで使途の少ない地方銀行券が大きな部分を占めていた
場合には、それが多少のディスカウントでグリーンパックに対して売られるということもあった。七四年にはそれまでのニュ
ーヨーク及び一七免換都市のコルレスによる免換からワシントンの財務省による見換にきりかえられ、同時に発券債務に対す
る準備金も預金躯備から区別されて発券の五％となり、またその保有形態もコルレス預金の形での分散的なものから財務省に
粂中されることになった。これによって従来の梵換制度の不附が克服された。三・句『】日日目目ニン．、．ｍ、岑園ＨＦＣｂ・口岸・》
ロロ・田ｌ圏・か局・屍のｓ一目》。□・ロ【・》目・巨祭ｌ『・巳④。
、）銀行券発行は短期的にも増減が著しく抑制されていた。例えば恐慌時に発券増加が必要とされたとしても、そのために
発券追加額以上の市価をもつ担保公債を購入する必要があるために、発券は賃付けうる盗金の創出の意味をもたなかった。ま
た発券の追加には通常一、一一ケ月の準備期間が必要だったためとうてい緊急時の間にあわなかった。発券の縮少の場合にも、
一八八一一年の法律（一九○七年まで有効）によりきびしい制限があり、これも発券の増減を抑制していた。事実の問題としても、
二○世紀初頭で発券の季節的変助はほとんど認められなかった。富・の．ｇ臣の円⑫》。ごｎコ【・・８．ｇ←Ｉｇ『》㈲・写「・【⑪日日の『の『》
８．９斤・も。］急・目昌一の〆弓小野英祐前掲論文卿七三－四頁を参照。
（咽）例えば冨篇『、．。ご・凰斤．．ご・＄②毎．なお、特に短期的な非弾力性の問題は当時の銀行制度改雛●論の中心問題の一つで
Ｅ）国法銀行券発行額の変動はしかし別の興味ある問題をもつ。発券の収益性が公債の市価ないし利廻りによって規定され
る限り、発券額が長期利子率と対応して増減するという点である。長期利子率が上昇すれば発券が増加し、その部分だけ金そ
の他の貨幣の必要が減少し、利子率が低下すれば逆になるという関係である。
〈Ⅳ）もらろん、銀問題その他の通貨信用論争は金本位制を必ずしも前提として主張されたしのではなかった。また金本位制
下の高成長経済に適合的な通貨制度も抽象的には議論できるにしても、成長過程の予測の不可能性がある以上、また通貨膨脹
論者によって政治的に利用される危険がある以上、具体的にはその制定には困難を伴う。本文の説明もそういう留保の上でな
（咽）卿
あった。
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されていることをことわっておく。
色）発券問題を含めて財務省の金融制度における役割については後の註のほかは本稿ではほとんどふれえない。とりあえず
次
の
文
献
を
み
ら
れ
た
し
。
小
野
英
祐
前
掲
論
文
目
白
卿
。
（四）一九一三年末の世界の中央銀行ないし政府の保有する金準備のうち、イギリスは一一一・四％、アメリカは一一六・六％だっ
た。当時のアメリカの国民所得はイギリスの三倍弱とされているから、国民所得に対する金準備の比率はアメリカでイギリス
の二・七倍となる。いわゆる貨幣供給と金幽備の関係は明らかでないが、おそらく大体は同様であったろう。この点について
は９．句己のロョ営口員シ・］．⑫０－戸三胃長○つ・口一・．弓・９１℃Ｐ己．ｍをみよ。
（
加
）
以
下
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。
不
況
期
に
お
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て
は
一般的金融緩慢のために季節的変動が緩和され、好況期にはそれが激化されるからである。そしてこの季節的金融変動ないし
その抑制は、一次大戦的の金融制度のみならずアメリカ経済の鏑大の問題点の一つとして注目され、述邦池備銀行の設立もそ
れ
と
の
関
連
で
論
じ
ら
れ
、
ま
た
後
の
景
気
循
環
的
変
動
の
抑
制
に
対
す
る
関
心
の
増
大
の
先
駆
を
な
す
も
の
で
も
あ
っ
た
。
も
っ
と
も
当
時
の
研
究は景気循環的変励よりも季節的変動により重点がおかれており、前者が後者に埋没されて論じられるきらいがあったが、い
ずれにしても季節的変動は景気循環的変動の一要素として重要な意味をもっていた。
ただこの季節的金職変鋤ｌニューヨーク市場に特に顕籍に現われるがｌの原因については、スプレイグ等の伝統的学説
で
は
腱
業
の
季
節
性
に
よ
る
資
金
現
金
需
要
の
季
節
的
変
動
が
強
調
さ
れ
て
い
て
、
具
体
的
に
は
内
陸
銀
行
の
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
残
商
の
変
動
と
い
う
地域間の銀行間資本移動を中心に説明されて来た。しかしこの説には多くの疑問もあり、最近では既に引用したグッドハート
の著譜で批判的検討がなされている。同氏も現金需要の季節的変動という点を根本的に否定するとはいえないようであるが、
地域間の資本移動ないし銀行間バランスの変動はニューヨーク市場の季節的変動の原因たりえず、地域間貿易収支の変動がそ
の基本原因であったと主張している。鰔者は後者の説明がほぼ妥当と考えており、本文の以下においても基本的にはその説を
採用していることをことわっておく。
（皿）註鰯で述べた伝統的学説によれば、内限銀行のニューヨーク市場に対する預金ないしコール貸付は春から夏にかけて増
加し、内陸での資金需要の増大する出来秋にそれが引上げられるとしており、それがニューヨークと内陸との現金移動を通じ
てニューヨーク市場の季節的金融変動を生じ、ひいては春夏の株式市場の投機の促進と秋のその抑制をひきおこしたとしてい
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た。いわば銀行間バランスないしコール市場が悪の根源であるという考え方である。しかしこれは右にも述べたように地域的
貿易収支の問題を無視する点があり、また現実の地方銀行のニューヨーク残高の変動も伝統的説明を必ずしも支持していない。
むしろ本文に述ぺたように、ニューヨーク残高は秋に増大し以後減少していたとみるべきであろう。もっともこの点は統計的
は全面的に確証はできない。ｐシ・向・の。。：胃【》●ご・９－．》｛）・巴館・
（蛇）地方銀行の主にニューヨークのコルレス銀行からの手形再割引その他による借入の季節変動は、本文で示唆したように
春から秋まで増加し秋から冬にかけて減少するというパターンをとり、磯業の信用需要の動向と対応していた。○・○・ト・‐
ｎ戸』）閂（》《《目岸〕のごゆく⑰一・℃白の貝。［冒冨【冨己〆切。『『ｏミヨ、冒昌のｚ臼ご○目一因目天ご媚の里の［の日》］ｍｇｌ］宮心菖・Ｐ］：『目一
ｃｍ囚一貫８－両８皀◎ロミ・く○一・糧》］②⑬］・弓・笛Ｉ笛》Ｃ・房・ロ．。。。△目【戸藝◎わ、簾・層・①。Ｉ］ｓ・
（麹）金融の季節的変動の減少傾向については旨・の・更［］の円い》Ｃ已・、一［・・ロロ・恩】ｌ②》眉や－巴を参照。
（型）詳細は富．Ｃ・昌里の『⑩》】す三・》ｃ・画詔蔀》尻の日日の『の『：。ｎ】→．．ご・
（躯）この証券発行による寮不純務助の季節的変化のパターンは外国でのアメリカ証券発行の変化によるところが大きく、年
後半の純額の低水準もアメリカにおける外国証券発行の増加ではなく、外国におけるアメリカ証券の発行の減少によるもので
（、）以下の本文の論点はグッドハートに負っている。○・少・両。（ざ己冨『［・ロ・ａ【．．、旨壱・画．
（躯）言・の．冒胃『⑪．。ご・Ｃ］［・》９．塁１ｍ・酉酋ｌ単この為替変動幅の減少は、蒸気船による帆船の代位、南北戦争時の大西洋
海底ケーブルの倣設等の交通通信技術の変化、金融手形利用等の金融機榊の発展、貿易概造の多様化に由来するものである。
弱）為替相場の季節的変動・ハターンにも歴史的な変化があり、最大の変化はほぼ南北戦争を境として生じた。戦前は戦後と
むしろ逆にポンド相場のピークは九’一一月であり底は一一Ｔ五月だった。この変化は、戦前の輸出の中心が綿花であり、その
収穫期が穀物肉類に比しておそく、当時の運輸も時間がかかり、またケーブルがなかったためサンプル注文で輸出されること
が少なく、いわゆる委託荷による綿花輸出の時期的集中が大きかったためである。戦後には食料農産物の輸出の比重が大きく
あった。
〈
｡ 
（配）ヨ．シ・扉。早目．］甸・・弓］］・冒冨目】自◎昌一の。一旦の国且回ａ局の百戸目ご『の〔のｇ己屋Ｉ巳匿．』窟Ｐく。－・］》ロロ・句ＢＩ』，
なお、六○、七○年代については、鑛者がかって当時のロンドンの主部な公債発行のタイミングを綱ぺたときの結論にもとづ
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（虹）なお、アメリカには中央銀行は存在していなかったが、財務省と一三Ｉヨーク市中銀行の中央銀行的機能はみられた。
ここでは連邦財政の収支が金融市場と一応分離されていたために、財務省は財政賃金の市中での運用によって金融市場の季節
的その他の逼迫を緩和する努力を試みていた。ニューヨーク手形交換所加盟銀行も、それが金融市場の最終の拠点であったた
めに、平常の資金運用においてそれを意識した行動をとっていた。また恐慌時の異常な貨幣需要によって銀行準備金が法定準
備を割る時には、ニューヨークのみでなく多くの中心地の銀行は、正貨ないし法貨支払の制限とともに、手形交換所貸付証書
（Ｃ］のロロ属四○房の閉Ｃ目○の円［】［】８戸の②）を共同で発行した。この関係銀行共同の行為によって相互間の信用が強化され、関
係銀行間の決済のための貨幣も節約され、外部への貨幣供給もふやしえたからである。これはイングランド銀行の恐慌期にお
けるビール条例の停止による発券限度の拡大と類似のものであり、各手形交換所加盟銀行が結集して中央銀行機能を果したこ
下
し
て
い
っ
た
こ
と
、
銀
行
傘
あげられるが、いずれも櫓
度と関連するものである。
なり、輸送の迅速化、綿花輸出の時期的分散化も進み、ポンド相場は初夏のピークと秋の底値というパターンに変った。その
後はポンドの底値は八○年代の一一月から二○世紀初頭の九月へ、またピークは同じく五月から六月へと、多少の変化は生じ
た。富・の．冨冒の厨》Ｃ己・目・》ご己．『ｍｌＰ⑭患Ｉ色・
（釦）ニニーョーク金融市場の変鋤を激化させたもう一つの要因として峰ロンドンーニューヨークの距艤の闘題があった・
遍迫時の救済となるロンドンからの金現送には一一○世紀の初頭でも片道十日は必要であり、それが遍迫の緩和をおくらせてい
た。過去百年間にそれは大幅に短縮された。帆船らか蒸気船への転換は情報伝達と輸送の時間を短縮するとともに規則化した。
ケーブルは情報伝達時間をなくして必要時間を半減させた。その後も運輸改造によりそれは短縮された。したがって一ニーョ
ークのヨーロッパからの孤立性は大幅に緩和されたが、なお西欧諸中心地間の関連性とは大きな差があり、この孤立性がニュ
ーヨーク市場の歴史的特徴の一つであった。
また同様の国内的要因としては、アメリカ金融市場全体に占める一三１ヨークの比重の低かったこと及び歴史的にそれが低
下していったこと、銀行集中の少なさによって季節的逼迫を契機として生じるパニックの信用不安も激化されたこと、などが
あげられるが、いずれも根本的には多様な産業構造をもつ広大な経済領域というアメリカ経済の性格に由来する分散的銀行制
とを意味した。
しかしこれらの中央銀行機能は、中央銀行が制度的に存在した場合に比べて制限されたものだった。財務省の操作も、いわ
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噸ろ独立鬮艤制の制限規定のためにｌそれは次第に緩和ないし事実上無視されていったとはいえｌ、行鋤の自由は制限さ
れ、操作の効果も抑制されていた。その恐慌対策にいたっては、恐慌までに既に財務省の余剰資金が洞渇に類していることが
多かったために操作の余力を喪失しているか、財政赤字のためにかえって金融市場に混乱を与えることになった。いいかえれ
ば、財務省の中央銀行機能は、一面では法的制限のために他面ではそれが財政に依存していたために、当然の制約があった。
恐慌期における銀行の中央銀行機能も、手形交換所貸付証書が多くは関係銀行間の決済手段にしか用いられない私的な性格
をなお残しており、法貨や銀行券のもつ一般的流通力をもっていなかったために、ビール条例停止によるイングランド銀行券
の追加発行ほどの市場救済力をもたなかった。一九○七年恐慌下の貨幣不足の経験によって立法が促進されたオードリヅチ。
ヴリーランド法（し］号一目，ぐＨの③一目』ＰＲ）はこの限界を緩和するものだったが、いずれにしても財務省と市中銀行に二分さ
れた事実上の中央銀行と制度としての中央銀行とには明らかに相違がある。もちろんこの点は一面的には強調できないが。
財務省、手形交換所加盟銀行の中央銀行機能については、別稿の歴史的考察の折に多少とも具体的にふれる予定でいるが、
ここでは左の文献をかかげておく。財務省については旨，の．冨屋⑪『的．。□・白戸．、】一目・縄冒埋同・勾・目口巨の》Ｃの貝『＆切目宍曰傾
国ロｎ斤】○口。博冨ロロ岸旦の盲［の⑭自同の、⑩巨昌旨忠ｌご邑・】の色・手形交換所貸付証書については局・房の□二目．。□．、茸・》、冨己。
（翌この点については明確な資料はない。しかし註剛で述べたように、戦前には戦後と反対にポンド為替の安値は春に生じ、
秋にはポンドは高値であった。このことは戦前には秋に一方では農産物の収穫に伴う一一ユーョークから内陸への現金移動が生
じながら、戦後にみられる秋の金流入が全く生じなかったことを意味する。これは輸出構造のモノヵルチャー的性格によるも
のだったが、当然に秋の逼迫を激化したであろう。内外の交通通信面の未発展や農業の地位の高さなどとともに、戦前の季節
的金融変動が戦後より高かったと考えられる要因は多い。
（鍋）可・甸巾」］旨〆○℃・ａ｛・》目・忠’一・
（弧）なお、七五年までは国法銀行券の発行限度が全体としてあったのみでなく、地域的にも枠がきめられており、国法銀行
の設立事情から農業地方の発券枠が不当に少なかったため、それが農業地方の国法銀行の設立を抑制したという批判もなされ
ていた。例えば飼・の】】］四・倉司の』の日】口）一一口］・国自画息冨山鳥の【印戸２．戸旨の．ｍ且○：旨］旨○ず農園昌一・口ご要のごａ冨色
の亘＄・】恩単ｌ］臼畏］◎口且巴。、閂８冒旦ロ巴のＳご》ぐ。｛》※〆貝》】息Ｐ層．①認ｌ＆＆．
可巨ロｎ斤】○口。閉庁宮の己已頁
漁三宮がまとまっている。
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（妬）例えば各地域の人口と国法、州法、個人の全銀行数との関係をみても（元・伝・犀色目の自営１勾・、具、］】》。ご・骨・も．①燭
弓“この】・）、戦後中西部や西部で銀行便宜が少ないとはいえず、この点は戦前でも同様であったろう。ただ南部は銀行便宜が
戦争により著しく少なくなった。
なお、戦後における南部の信用機構のおくれは銀行のみでなく一般的に重大な問題であった。銀行数が相対的に少なかった
のみでなく、農業に対する銀行の信用供与は限られており、地方商人や地主を通じる間接的なものが多く、これが小作やシェ
ァクロッパーに対する前近代的信用関係を支えていた。また後述の手形市場との関連でも、南部の手形市場との関連は他地域
に比して少なかったといわれている。農業長期信用面でも、八○年代に北西部で急速に発展したモーゲヅジ・カンパニーも南
部
で
は
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く
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ず
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か
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、
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こ
れ
らの南部のおくれは、戦前戦後を通じる南部の性格という以上に、南北戦争による南部の荒廃と農業榊造の変化に由来するもの
というべきであろう。閃・宛自】⑫○口目包宛・ぬ■［、｝］》】亘旦・》已已．Ｅ』ｌ②ｓＪＦ・祠・胃『鼠属目盲［■くの⑫日】目［冨貰戸の［・
】、『Ｃｌ』巴←》弓｝』の向くＣ一色二目・崗餌ｚ貰一（）冒一冨口鳥の←葛．］目『冒一・帛両８コ《）ヨー、目②Ｓｑ・く。］・】良く》』③＄もｂ・器ｍｌ屋》
ご・⑪・二［声○の。“色⑪》ぐ（］一・〆房勾のごＣ門戸○二房の昌屈⑫国〔の壹自◎耳、騨館（〕鋲ヨニー⑥□昌一の二⑫国〔のい》俔館。ｍ》己・再『一・
（妬）可・再Ｃ三一Ｃｌ］》○℃．。】一・管已・唖屋．
（釘）】ご』・》層・ゴー、．』閉．
（鍋）例えば冨・Ｃ・冨留の厨．８．，－［・》ごロ。⑭］④１画Ｐ圏Ｊ１①。なお先にも述べたように、七四年に国法銀行券の財務省による
允換の制度が出来る前には法定巡備率は銀行券償務に対しても適用されていた。
（鍋）】す三・》ロロ・ｍＳｌｇ・闇⑤１９．
（釦）南北戦争後の証券担保コールローン市場の実態については巨扁円の》旨ｅ・・目§・員員百．〆国を参照。
（虹）当時の銀行間資金融通の実態についてはロックハートの論文がすぐれている。○・○・Ｆ。、【一己『（》８．，一（・》閂》Ｐ］Ｃ‐
日目］。［勺○一一二ｓ］同８口○日『》ぐ。一・＄》Ｓｍ］》ご己．］圏１ｓ・圏頤ｌＳ・
（蝿）手形市場の発展については特に次の文献を参照にされたし。淳．。．Ｃ『の①［・円一】の○．白日のＲ冨一で苔⑦『国ＣＥｍの冒昌の
ロヨ【の□の画｛①の》』②圏匂、］〕、己・口亜躬・缶・田。二一戸の苞皀豈の○（）ヨコ】①『、ご－勺■この『冨臼・犀①｛。］畠］・の｝】四℃・旨》Ｆ・向。□■ぐ一ｍ。。ご・
、斧・》つつ．⑭目ｌ雪。
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（鍋）○・シ・両・の。。』菌『【》。｛）ｈ一【・》目・ｇｌ］》農》シ・○．。『の⑦『．。□・向一［・》ロロ・巴－ん。．
（仏）缶。。。。『の瓜・】ず昼。。ご己・閉１ｓ。
（妬）なお、コール市場がアメリカ金融市場のクッションとして存在していたとすれば、株式取引方法は論理的にはそれによ
って影響されたとみるぺきであろう。－－１－ヨークではロンドン証券取引所にみられる一一週間毎の長期決済ではなく、現金決
済の方法が主流と占めており、マージン取引の発展も顕著であった。これは銀行制度がコールローンを手形市場より多く証券
市場に放出ないし受入れた鯖采生じたものであり、その結果支配的となった取引方法によって証券市場の短期資金吸収もイギ
リスに比して相対的に多くなったとみるべきであろう。アメリカ的取引方法によって証券市場の投機性が激化されたとの見解
もあるが、論理的には基本的にはそれはアメリカの経済榊造と金融市場の性格によって規定されていたとみるべきであろう。
